
人間が生きていく上で他者と交わることは、その人の学びを深め、人生をゆたかにします。昨今、子ども・

若者の社会的自立がますます大きな課題になっていますが、その解決に向けての土台は、彼らがその属するコ

ミュニティにおいていかに多様な人間関係を育んでいるかにあるように思います。

さまざまな世代の人たちと交わることによって人を好きになり、人と関わることに喜びを感じること、また

その関わりのなかで何らかの役割を果たすことによって頼りにされ、感謝されることに生きがいを感じること

こそ、子ども・若者が社会の一員としてその人生を前向きに考え、行動していくことにつながります。その実

現のためには、彼ら自身の主体性が大切なことはもちろんですが、大人世代がいかに彼らと共に手を携え、彼

らがその可能性を最大限に発揮できる環境をつくっていくかにかかっていると言えます。

私どもが提唱している「異世代協働」は、まさにそのような人と人との結びつきと、子どもからお年寄りま

で老若男女、誰もがお互いに学び育ちあう関係を創り出していくための取り組みなのです。

このような問題意識のもとで今年度取り組んだ「異世代協働による子どもの社会的自立促進事業」において

は、全国各地の関連する実践の研究とさらなる普及・啓発を図っていくために、地域での実践者、研究者など

からなる研究開発委員会を組織し、課題整理や事例分析を行うとともに、関係者が研究協議を行うフォーラム

を開催いたしました。

この冊子は、これらの取り組みの成果をもとに、子ども・若者の社会的自立や異世代協働に関心をもつ人た

ちが、今後何らかの実践を始めたり、あるいは現在の取り組みをさらに発展させていくための助けになればと

いう思いで編集いたしました。子ども・若者の育ち学びに携わる方々、ボランティア・市民活動の推進や地域

づくりに関わる方々すべてにぜひ活用していただきたいと願っています。

少子高齢社会が進み、今後ますます厳しい社会状況の到来が予想されるなかで、次代を担う若い世代が逆境

においても前向きに生きる気概をもち、さまざまな困難を乗り越えていくために、世代を越えて人びとが共に

知恵を出し、汗を流す異世代協働の実践が大きな力になっていくよう、これからも各方面に働きかけていきた

いと考えております。

最後に、本事業の実施にあたりましてご協力いただきました皆様、特に企画の段階から本冊子の製作までご

尽力いただいた研究開発委員の皆様と、ご助成いただきました独立行政法人福祉医療機構（子育て支援基金）

に厚くお礼を申し上げます。

平成18年３月

社団法人日本青年奉仕協会

は　じ　め　に
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第1章
総論・提言

本章の内容は、社団法人日本青年奉仕協会が実施した「異世代協働による子ども
の社会的自立促進事業」における研究開発委員会、および「異世代協働による子ど
もの社会的自立促進フォーラム」の内容をもとにまとめたものです。
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第１章　総論・提言

2

いきなり突拍子もない話で恐縮だが、タイムマシンで未来に飛び、2040年の日本に降りてみよう。そこであ

なたは、２人の人に出会ったとする。仮にそれをAさん、Bさんとしよう。

・Aさん（男性）は43歳。家族は妻と子ども一人。会社勤めに追われ、隣の人の顔も子どもの友人の名前も知ら

ない。時折、子どもに野山に連れていってとせがまれるが、都市部に生まれて核家族で育ち、祖父母世代か

らは何も教わる機会がなかったので、何も教えられることがなくて躊躇してしまう。経済不況で給料は上が

らず、地域では子どもの安全を守る活動への参加を呼びかけられているが、自分一人が行動したところで何

も変わらないとあきらめている。

年をとって子どもが独立し、定年退職したら妻と２人暮らしになる。これといって趣味もないので、毎日何

をして過ごしたらいいか、全く想像がつかない。

・Bさん（女性）は42歳。家族は夫だけで子どもはいない。フルタイムで仕事をしているが、隣近所とも交流が

あり、休日にはお茶したり、地域の活動にも積極的に参加したりしている。先日は、３軒隣のCさんの子ども

（小学５年生男子）を預かってほしいと頼まれ、いい機会だったので自分がボランティアで定期的に訪問して

いる老人ホームに終日付き合ってもらった。彼にとって初めてだったが、いい経験になったようだ。自分も

子どものとき、そんな経験があったから、今のように地域の活動を楽しめているのかもしれない。

Aさん同様、Bさんも核家族で育ったが、親が近所のお年寄りのDさんと仲が良く、よく遊びに行っていろん

なことを教えてもらった。自分も年をとったら、Dさんを見習ってできることを手伝い、伝えていきたいと

考えている。

さて、タイムマシンは2006年の日本に戻ってきた。Aさんは小学校３年生、Bさんは小学校２年生、２人とも

両親にかわいがられ、遊び盛りのかわいい子どもである。その無邪気な様子からは、34年後の２人があんなに

対照的な暮らしをしているとは想像がつかない。

この34年の間、いったい何がAさんとBさんとで違っていたのだろうか。

以下、本稿においては、本冊子のテーマである「異世代協働による子どもの社会的自立」について、その基

本的な考え方や内容を概観しながら、読者の皆さんと共に考えていきたいポイントを最後に提言としてまとめ

て示したい。

１．はじめに　～2040年の日本

力を合わせる　社会が変わる

第１章.qxd  06.4.10 10:55 AM  ページ 2



a 進む世代の断絶

2040年におけるAさん、Bさんの状況を生み出した要因を、世代間交流、異世代交流という観点から見てみ

たい。産業構造の変化、および都市化、近代化がもたらした家族形態やライフスタイルの変化は、世代間交

流の機会を減少させたといわれているが、これは数字のうえからも裏づけられている。

まず、小世帯化が進行している。総務省の国勢調査によれば、平均世帯人員は1950年には4.97人であった

のが、70年には3.69人まで減少し、さらに2000年には2.67人となっている。i 65歳以上の高齢者がいる家族形

態別の構成割合をみると、一人暮らしの人は1980年の９％から2000年には14％、夫婦のみの人は20％から33％

に増え、一方、子どもと同居している人は69％から49％へと大幅に低下している。ii また、９～14歳の子ど

もの同居状況を調べた調査では、きょうだいと同居している子が90.2％、おじいさんと同居している子が

22.5％、おばあさんと同居している子が32.5％となっており、きょうだいと同居している子の割合は、同様の

調査を以前にしたときと比べて減っているという。iii この調査では、祖父母との同居割合は、農村部よりも

都市部で低いという結果も出ている。

次に、このような家族構成の変化が子どもの育ちに与える影響として、祖父母との同居・別居と子ども（小

学２,４,６年生と中学２年生）の体験活動の相関関係を調べた調査をみてみると、祖父母と一緒に住んでいる

子どもの方が、住んでいない子どもに比べ、家庭での季節行事の経験をしている割合が高い。iv 世代間の交

流が乏しくなってきている影響として、人が永年の営みのなかで培ってきた文化、伝統が継承されないと言

われるが、データからもそれが裏づけられているといえる。

s 世代間交流の現状と課題

このような状況のなかで、日本においても世代間交流の取り組みは行われてきた。信州大学教授で日本世

代間交流協会会長を務める草野篤子氏によると、1960年代以降、老人クラブ、保育園、子ども会、学校など

が実施主体となって、自然発生的な世代間交流が生まれ、また高齢者のケア、子育て支援の観点から高齢者

施設と保育園・幼稚園の合築が進み、そこで統合ケアを行うところが出てきた。しかし、「世代間交流」が学

問の一分野として定着し、関係者による研究・実践基盤の整った欧米に比べて、日本においてはその必要性

が行政、民間ともに十分に認識できていないという。v

少子高齢社会の進行により、高齢者の生活支援、子育て環境の整備が重要な政策課題になるとともに、年金、

雇用問題に典型的に見られるように、若者世代の高齢者世代に対する不公平感が増している。世代間の相互

理解を促進することは、これらの問題を解決するベースをつくるうえでも、ますます重要になってきている。

d 異世代協働とは

「異世代協働」とは、子どもから若者、お年寄りまでさまざまな世代が共に力を合わせて、地域づくりに

ボランタリーに取り組むことであり、社団法人日本青年奉仕協会が2004年から提唱している概念である。こ

れは、先に述べたこれまでの世代間交流、異世代交流の取り組みの蓄積に学びつつ、次の２つの意味合いを

込めた言葉である。

一つは、世代間交流の一般的なイメージである、子どもとお年よりの交流だけではなく、子どもと若者、

若者と高齢者、子育て世代と高齢者といったように、異なる世代のさまざまな交わりをもっと広げていきた

いということである。

そしてもう一つは、異なる世代の交流が基盤となり、彼らが生活するコミュニティの課題解決に向けてそ

れぞれの役割を果たし、共に行動しながら、よりよい地域づくりを実現していくための大きな力となること

である。

この２つの要素を含んだ実践は、おそらく各地で取り組まれていると思われる。世代間の断絶が進む今こ

3

２．今なぜ、異世代協働か

第１章.qxd  06.4.10 10:55 AM  ページ 3



そ、それらをもっと普遍的な取り組みとして広げていかなければならないと考える。冒頭の事例に戻ると、

今のような社会状況においては、このまま何もしなければAさんのような人－つまり、隣近所や地域の人と

の接点がなく、たとえ自分の子どもがいたとしても、その子にさまざまな体験の機会を与えたり、生活の知

恵を伝えたりすることができずに、子育ての役割を十分に果たすことができない人－が増えてしまうし、

何らかの取り組みをこれから進めていくことでBさんのような人－つまり、隣近所や地域との交流が日常的

にあり、たとえ自分の子どもがいなくても、地域社会の一員として地域の子どもたちを見守り、育てる役割

を担うことができる人－が増えていくのではないか。そんな期待がある。

a 子ども・若者にとっての意義

異世代協働は、あらゆる世代にとって意義があるがvi、特に子ども・若者世代にとっての意義は計り知れな

いものがある。

なぜならば、子ども・若者が社会の一構成員としての自覚と、自らが果たすべき役割を見出していこうと

いう姿勢を育てていくためには、さまざまな世代の人びととの交わりによって他人と接することの心地よさ

や喜びを知り、地域や社会の諸問題にその人びととともに取り組むことで自尊感情を育て、社会的有用感を

得て、自分の可能性への気づきと自信を得ることが大切であるからである。

次世代の健やかな育ちは、彼らが育つ地域の環境に大きく影響されるとともに、地域をよりよくしていく

ために子ども・若者自身が考え、汗を流すことがその成長を支えるのであり、その両者は密接不可分の関係

にある。そこに、異世代協働が果たす大きな役割があると考える。

s 子ども・若者の社会的自立とは　～「場」の自立という視点

上記のように考えると、子ども・若者にとっての異世代協働は、彼らが自立するプロセスを支え、応援す

るという側面がある。それならば、彼らにとって自立とは何を指すのかが問題となる。

これについては、さまざまな年齢や段階に応じた自立のステップがあり、具体的な取り組みにおいてケー

スバイケースで目標を設定することになるだろう。これは、個々人の自立の問題であり、基本となる大切な

視点である。

それに対して、彼らが活躍する「場」の自立という問題がある。

宮城県仙台市にあるアーバンネットは、誰もが気軽に参加できるまちづくりの実現を目指して小地沢将之

氏が立ち上げた団体である。誰でもできる活動ということで、月１回のゴミ拾いを仙台市の中心部にあるア

ーケード街で実施している。参加者に商店の割引券を渡し、参加の動機づけと商店街の振興を促すという、

地域通貨をドッキングさせた取り組みである。この活動自体は利益を生み出さないので、親会社のようなか

たちで別途NPO法人をつくり、そこが地域づくりの仕事をすることによって生み出した利益をアーバンネッ

トにつぎ込むということをやっている。

東京都をベースに活動しているNPOカタリバ（東京都港区）は、高校生の「なりたい自分づくり」を応援

する活動を行っている。大学生や社会人になりたての20代のメンバーがスタッフとして、高校の総合学習な

どを使って授業を行い、自らの体験を話したり、高校生の悩みを聞き出したりして、彼らがより前向きに自

分の進路を考えられるようなサポートを行うというものである。学校が相手ゆえ、その活動だけで十分なお

金を得ることはできず、専従職員を抱えて経済的には苦しい状況が続いている。代表理事の中澤久美氏は、

活動資金を集めることが自分の役割と考え、お金を得られる仕事を別にしながらカタリバの活動に取り組ん

でいる状況である。

このように、若者がボランタリーな活動に積極的に取り組んでいこうと考えたとき、それを持続させたり、

あるいはそれを自分自身の仕事として生活していこうとしたとき、どれだけ稼げるかという問題は常につき

第１章　総論・提言
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３．子ども・若者の社会的自立と異世代協働
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まとう。若者の社会的自立というと、すぐフリーター、ニートを問題視する見方、議論があるなかで、単に

若者を元気づけるだけではなく、彼らが専従職員として関わって生活していける状況をどうつくるか、つま

り「場」としての自立をどう図っていくかということも重要である。中澤氏曰く、一番ありがたかった大人

世代との関わりは「仕事をいただけたこと」であり、「私たちのどこかの部分を価値として認め、仕事を発注

していただいて、それにきちんと応えることが自分たちを成長させることになる」と述べている。人生経験

の豊富な世代が、若者の活動に対してお金を出したり、仕事を提供するという働きかけを行ったりすること

が、ひいては彼らの自立につながると言える。

d 子ども・若者と大人との関係のあり方

異世代協働を子ども・若者の視点から考えるうえで、大人世代が彼らにどう関わるかという問題がある。

渋谷ファンイン（東京都渋谷区）は、渋谷子どもの居場所づくり実行委員会の愛称で、区内で11カ所の活

動拠点をもつ。ここでは、直接子どもに関わるのは若者で、ユースパートナーとして居場所に集まる子ども

たちのお兄さん、お姉さん役を担い、またピアサポーターとして不登校の子どもの訪問活動を行っている。

一方、退職者、PTA関係者、主婦など地域の大人たちで構成する運営委員会が、彼らの活動のサポート役に

まわるという役割分担がある。

NPO子どものまち（千葉県佐倉市）は、子どもがつくるまち「ミニさくら」を行っている。これは、商店

街を会場として数日間、子どもが「市民」となって擬似商店、市役所などをつくり、好きな仕事をして稼い

だお金（ミニさくらでのみ通用する擬似通貨）を自由に使うという遊びの町である。ドイツのミュンヘンで

実施されている「ミニミュンヘン」を見て感動した代表の中村桃子氏が、地元佐倉市で始めた。現在は、中

村氏を含めて若手が事務局を担い、10代のスタッフ会議を組織して企画を進め、商店街をはじめ地域の大人

がそれをサポートするという体制になっている。

これらはいずれも、子ども・若者が前面に立って行う活動を大人が一歩引いたところで支えるというスタ

イルになっている。子ども・若者の主体性を活かした異世代協働のあり方としてモデルになる活動である。

f 若者が若者を支援する

もう一つ、子ども・若者と異世代協働を考えるうえで、「若者が子ども・若者に関わり、支援する」という

視点がある。

先に紹介したように、渋谷ファンインでは、直接子どもに関わるのは20代の若いスタッフである。また、

NPOカタリバでも、高校生に直接関わるのは大学生や社会人に成りたてのメンバーである。これらはいずれ

も、年代が近い方が、対象となる世代の本音を引き出しやすいという理由による。

また、神戸市長田区社会福祉協議会ボランティアセンターでは、30歳までの若者がサンタクロースに扮し

て予め各家庭から預かっているクリスマスプレゼントを子どもたちに届けるという事業「サンタがうちにも

やってくる」を行っている。子どもや親の喜ぶ顔に出会った若者は、厳寒の夜に配り回った疲れも吹っ飛び、

次なる活動に向けての活力が得られる。

これらはいずれも、若者が自分より年代が下の世代に関わることによって、彼ら自身のもつ潜在的な想い

と力を発揮してもらうという点で参考になると思われる。

以上述べたことを踏まえ、今後異世代協働を促進していくために大切だと思われることを３つの点から述べる。

a 子ども・若者の主体性を引き出す工夫

子ども・若者を活動の対象と考えた場合、彼らにどう働きかけるかということが一つのポイントになる。

5
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先に述べたように、アーバンネットは「誰でもいつでも気軽に参加できる」というのをウリにしている。

できるだけ門戸を開くために、サークル化しないし、毎回参加する義務もない。もちろん、気兼ねがないと

いうプラス面がある一方で、スタッフが固定しないというマイナス面もあるが、あくまでもきっかけづくり

の場であると割り切っている。実際、参加する層は、高校生、大学生年代が圧倒的に多い。

また、NPO子どものまちでは、子どもたちが『大人の学校』の校訓をつくり、それを関わる大人たちに守

ってもらうよう働きかけたが、それには「見守ること、忍耐すること、指図しないこと、口出ししないこと」

とある。子どもたちは、ミニさくらに参加して一番楽しかったことは「働いたこと」だと答えており、ミニ

さくらを自分たちのまちとしてしっかりとらえ、そこに積極的に関わったことに充実感を感じていることが

うかがえる。

子ども・若者が自分の考えを述べる、自らアクションを起こしてみるということは、自立に向けて欠かせ

ないプロセスであり、それを引き出すための工夫が求められる。

s 「実年齢」でなく「活動年齢」を考える

世代といえば、普通は生物学的な年齢によって区切られた一定層をイメージするが、それを意識しすぎる

とお互いに異なる世代へのステレオタイプ的な見方（たとえば、若者は未熟である、お年よりは頭が固いな

ど）が相互のコミュニケーションを阻害するきらいがある。

そこで、世代を実年齢ではなく、活動経験年数によって考えてみると、世代のとらえ方ががらっと変わる。

つまり、20歳の人でも60歳の人でも活動を始めたのが昨年からであれば、実年齢は40歳異なるが、いわゆる

「活動年齢」はどちらも満１歳というわけだ。定年退職者が、いざ地域活動に参加しようとして、現役時代の

感覚で関わろうとするために浮いてしまったり、嫌われたりするという話を聞くが、この活動年齢を意識す

ることによって、それまでお互いが培ってきたそれぞれの経験を尊重しつつ、実年齢による世代間のギャッ

プを克服して新たな協働関係をつくっていくきっかけになり得る。vii

d 継続的かつ地域に広がりのある取り組みを

異世代協働を真に実効あるものにするためには、継続的に取り組んでいく必要がある。viii

社会福祉法人江東園（東京都江東区）は、日本でいち早く幼老合築の施設をつくり、保育園の子どもと老

人ホームのお年寄りが日常的に交流している。1987年からスタートした継続的な取り組みによって効果があ

ることが、同園による卒園児追跡調査によって明らかになっている。ix

また、世田谷まなびばネット（東京都世田谷区）は、もともとは一つの小学校区のPTAが行っていた学校

支援と土曜日の居場所づくり活動から始まり、子どもが卒業した親と学校の教師がNPO法人をつくって、世

田谷区全体の学校を支援することで住民主体の教育の場づくりを行うというかたちに発展したケースである。

地域のさまざまな世代や立場の人たちを巻き込んで、活動の輪を徐々に広げてきている。今や世田谷区の学

校教育の将来を考えていくうえで、なくてはならないパートナーになっている。

江東園は施設、世田谷まなびばネットは地域をフィールドにした取り組みであるが、これらのような実践

が各地において普遍的になっていくことで、異世代の交流、協働のベースが広がっていくことが期待できる。

継続性に関して、最近特に気になることが一つある。それは、子どもの登下校の安全を確保する活動につ

いてである。

昨今の社会情勢を反映して、子どもの安全を守る地域ぐるみの取り組みがあちこちで始まっている。これ

をきっかけとして、地域の住民が自らの地域との関わりを見直したり、新たな関係づくりを行っていくこと

につながれば望ましいとは思うが、一方で、子どもの親はもちろんのこと、地域の人にとってもその負担は

並々ならぬものがある。多くの場合は危機感が先にあってとりあえずスタートしたため、「のど元過ぎれば熱

さ忘れる」で長続きしない恐れがある。

このような活動を継続して行っていくためには、たとえば下校時間帯に犬の散歩をしてもらうとか、放課

後に地域の人を対象とした生涯学習関連のプログラムを学校で設定し、地域の人が学校に通う状況をつくる

第１章　総論・提言
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などして、子どもが下校する時間帯に地域の人の目が自然に注がれるようにするような、自然なかたちでの

取り組みが求められる。また、このような際にはどうしても高齢者世代へ過度の負担が集中するきらいがあ

るが、そうならないように、高齢者以外の年齢層への意識的な働きかけも必要である。

あなたは、Aさんのようになりたいですか。それともBさんのようになりたいですか。

あなたは、あなたの愛する家族、友人がAさんのようになってほしいですか。Bさんのようになってほし

いですか。

ここまで、いくつかの実践を紹介しながら、異世代協働による子ども・若者の社会的自立を考えるうえでの

視点、取り組む際の留意点について述べてきた。より詳しい実践のプロセスや、紹介しきれなかった事例につ

いては、第２章以降に解説してあるので、じっくりと読んでいただきたい。

「地域づくりは人づくり」という言葉がある。また、人づくりのためのさまざまな営みの効果は、すぐに目

に見えて表れるものではない。異世代協働、世代間交流の取り組みも同様だろう。

しかし、もし今の地域や社会のありようが、34年後に冒頭に書いたAさんのような人を多く生み出してしまう

のだとしたら、大変残念なことである。そうならないように、Bさんのような人を多く育てるためには、異世代

が協働する場面をもっとあちこちにつくっていくことだと考える。子どもからお年寄りまで、それぞれができ

ることで力を合わせ、行動していくことが、ひいては地域や社会をよりよいものに変え、彼らの人生をより充

実させ、幸せにすることにつながるだろう。

そのために、2006年の今、一人ひとりが今できることに取り組んでいかなければいけないと思うし、これを

読んで下さっているあなたにも、ぜひそのアクションの輪に加わっていただきたいと切に願っている。

〔まとめ・文責：松尾　索（社団法人日本青年奉仕協会）〕

引用・参考文献
i 内閣府『平成13年度国民生活白書』ぎょうせい、2002年、p46
ii 内閣府『平成13年度国民生活白書』ぎょうせい、2002年、p26
iii 内閣府政策統括官（総合企画調整担当）『日本の青少年の生活と意識第2回調査（青少年の生活と意識に関する基本調査報告

書）』2001年、p９,p325
iv 青少年活動教育研究会『子どもの体験活動等に関するアンケート調査報告書』1999年、p40（研究会代表：平野吉直・信州大
学教授、調査の実施は1998年）

v 草野篤子「インタージェネレーションの歴史」（草野篤子・秋山博介編集『インタージェネレーション―コミュニティを育て
る世代間交流―』現代のエスプリ444、至文堂、2004年、p36-40）

vi 日本青年奉仕協会編集・発行『異世代協働マニュアル』2005年、p17-20。本冊子の第４章中の「異世代協働の効果とは」（p79）
を参照。

vii 詳しくは、本冊子の第４章（p78）を参照。
viii カプラン（2002）は世代間交流活動を交流の深さによってレベル分けし、他世代への意識を変えるためには一定以上のレベ

ルに合うプログラムをつくる必要があるとしている。詳しくは、本冊子の第２章第１節（p11-12）を参照。
ix 杉啓以子「子どもと高齢者の交流」（草野篤子・秋山博介編集『インタージェネレーション　―コミュニティを育てる世代間
交流―』現代のエスプリ444、至文堂、2004年、p73-81）
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第１章　総論・提言
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《この冊子の使い方》

この冊子は、最初から順番に読んでいただいてもかまいませんが、必要なところだけ拾い読みしていただく

こともできます。いくつかのケースを想定し、それぞれに有効を思われる箇所を示しましたので参考にしてく

ださい。

なお、この冊子の内容の一部を要約したパンフレットがあります。そちらもご活用ください。お問い合わせ

は、日本青年奉仕協会まで（連絡先は巻末に記載）。

《異世代協働による子ども・若者の社会的自立を実現するための提言》

a さまざまな世代が共にボランタリーに地域づくりに取り組む活動を各地で推進していきましょう。

・子ども・若者の社会的自立のためには、個々の自立だけではなく、「場」の自立も大切です。ボラン

タリーな活動に取り組む若者が、経済的に成り立つようなサポートを考え、実践しましょう。

・世代を実年齢ではなく、活動年齢でとらえることで、新たな視点での相互理解を図りましょう。

s 大人世代は、子ども・若者の主体性と可能性を認め、地域の一員としてその学び育ちを支援してい

きましょう。

・大人世代は、子ども・若者の主体的な関わりを尊重し、彼らが前面に立って行う活動をバックアッ

プしましょう。

・若者が若者自身を支援するなど、若者ならではのユニークな発想や感性を活かした取り組みを応援

しましょう。

d 継続的かつ地域に広がりのある取り組みを推進していきましょう。

・活動を長続きさせるために、無理なく、自然に関わっていける方法を工夫しましょう。

・異なる世代の協働の取り組みを重要な政策課題とし、その充実のための方策（財政的支援、人材育

成、研究・開発など）を講じましょう。

○自分と異世代とのかかわりについて見つめなおしてみたい → 第４章（77頁～84頁）

○異世代間の相互理解を図る方法を知りたい → 第２章第６節（40頁～44頁）

○よりよい企画づくりを考えたい → 第２章第１節（10頁～14頁）

→ 第２章第２節（15頁～18頁）

第２章第３節（19頁～22頁）

○具体的な実践例を知りたい 第２章第４節（23頁～27頁）

第２章第７節（45頁～49頁）

第３章

○民間と行政との協働の方法について学びたい → 第２章第５節（28頁～39頁）

○他の文献でもっと勉強したい → 資料編・関連書籍（113頁～116頁）

資料編・関連団体（116頁）

○アドバイスをもらえる人を紹介してほしい 資料編・異世代協働コーディネーター

（117頁）
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第2章
実践ガイド

本章の内容の大部分は、「異世代協働による子どもの社会的自立促進フォーラム」
における分科会の内容をもとに構成しております。

第１節　異世代協働・世代間交流のための企画づくり

……………………………… 10～14

第２節　若者と大人のコラボレーションのために

……………………………… 15～18

第３節　子どもの未来を創る異世代協働

……………………………… 19～22

第４節　異世代で触れ合う場からの可能性

……………………………… 23～27

第５節　官から民への協働デザイン

……………………………… 28～39

第６節　異世代間の相互理解をすすめるために

……………………………… 40～44

第７節　ものづくりを通した異世代協働による地域づくり

……………………………… 45～49

異世代協働　ビフォーアフター

……………………………………… 50
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現在、多世代、異世代、世代間といった言葉をキーワードにした様々な取り組みが行われています。元来存

在した地域社会における文化活動や地域活動をそのようなキーワードから再認識し、急速に失われつつある地

域の連帯感や信頼を、まさに人と人の「ふれあい」によって取り戻そうという意識が高まっています。さらに、

少子高齢化という大きな変動の中で、政策及び行政の取り組みにおいても異世代協働・世代間交流という視点

を持った事業の重要性が認識されつつあります。一方、このような社会的な背景とニーズの高まりにもかかわ

らず、異世代協働や世代間交流といった取り組みは効果的に浸透しておらず、計画の頓挫、事業の失敗、期待

した効果が得られなかったといったような問題が多いのも現状です。

異世代協働や世代間交流といった手法は、その本質が横断的であり連携が不可欠です。しかし、多世代を取

り込んだ活動や、横断的な組織の連携は、既存の形態や組織の枠組みを超えることであり、この点において様々

な問題が発生します。

例えば、保育園児と高齢者がふれあう活動をつくるとしましょう。この場合、子どもと接する保育士と保育

園という施設、園長を中心とした組織と保育に関わる法律・制度、慣習や保育に必要な知識と技術というもの

が存在します。一方、高齢者を扱う福祉施設やサービスにおいては、介護士と老人ホームやデイサービスとい

った介護施設、施設長を中心とした組織と介護に関わる法律・制度、慣習や介護に必要な知識と技術というも

のが存在します。中でも大きな影響を与えるのが慣習であり、異業種のプロフェッショナルと施設を伴う取り

組みにおいては、本来の業務以外のことに対する抵抗感は強く存在します。

行政と地域の協働による取り組みなどにおいても同様で、縦割りといわれる行政組織が主導する取り組みに

おいては行政組織内の異部署連携の難しさもさることながら、さらに地域の市民活動団体との連携となると、超

えなければいけない障壁は数多く存在します。異世代・世代間の活動のみならず、単年度ベースで事業を進め

る傾向がある行政と、長期的視野に立って進めたい地域住民の間での意識の違いは大きく、特に評価が実績重

視である行政の立場は、異世代協働や世代間交流活動を表面的な数値的なものとして成果とする傾向がありま

す。

このように、異世代協働や世代間交流といった取り組みは、単純に世代が異なる者同士を組み合わせれば始

まるものでもなく、また良い結果をもたらすというものではありません。その実践においては様々な課題に直

面しやすく、いかなる取り組みにおいても、その目的、運営方法、評価等において明確なビジョンを持つ必要

があります。ここでは、異世代協働事業や世代間交流活動という複数世代を巻き込んだ取り組みを企画する際

のポイントをご紹介します。

第２章　実践ガイド
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１．なぜ異世代協働・世代間交流なのか？

第１節
異世代協働・世代間交流のための企画づくり

倉岡　正高（ボストン大学教育大学院、日本世代間交流協会）
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a 異世代協働事業・世代間交流活動の目的

■計画の柱を作り、活動や事業の方向性を明確にする。

活動や事業の目的は、計画と運営を進める舵となります。時間を十分かけて作成します。

■目的を持つことにより、関係者同士が共通の認識を持つ。

明確な目的を持つことにより、活動や事業を進める関係者が共通の認識を持つことが出来ます。計画を進

める様々な段階や障害が発生した時に、目的を再認識しながら活動を発展させることが重要です。

■目的はその後に必要となる検証の基。

目的は検証の基となります。目的をどれだけ達成出来たかを判断するため、また何を検証するかの根拠と

なります。

目的に合わせた活動の形態を考えるうえで、世代間交流活動の交流の深さによるレベル分けがあります。ペ

ンシルバニア州立大学のカプラン教授の７段階の交流度レベル（図１）によると、７段階に分けられた交流度

レベルは、数値が上がるほど交流の度合いが高くなります。

11

第１節　異世代協働・世代間交流のための企画づくり

2．異世代交流事業・世代間交流活動の企画づくりのポイント

１．異世代協働事業・世代間交流活動の目的は？

２．なぜ必要ですか？

３．事業・活動の内容は？

４．どのような世代グループが参加しますか？その人数は？

５．事業・活動の場所は？

６．事業・活動に関わるスタッフ、ボランティアは？

７．事業・活動の広報は？

８．事業・活動に必要な財源は？

９．協働すべき組織・団体・人は？

10．事業・活動の目的の達成の検証は？
11．その活動はどのように他の環境でも応用できますか？

交流度レベル

１－２－３－４－５－６－７

低い　　　　　　　　　高い

１．異世代のことについて学ぶ

２．異世代グループと間接的に交流する

３．お互いに会う

４．一年に一度、もしくは定期的な交流活動

５．試験的なプロジェクト

６．継続的な世代間交流活動

７．継続的かつ自然な世代間交流・世代間支援とコミュニケーション

（Kaplan, M.「Intergenerational Programs in Schools: Considerations of Form and Function, 2002」より）

1
4

4
4

3

図１

企画におけるチェックリスト
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カプラン（2002）は、もし、他の世代に対する意識を変える、地域社会意識の構築、self esteem（自尊心、

自尊感情、自己尊重）の向上、血縁関係がない者同士の親しい関係の育成などを目的として活動を企画する場

合、４以上のレベルに合うプログラムを作る必要があるとしています。（交流レベルの詳細な説明は「異世代協

働マニュアル－異世代協働型ネットワーク促進事業報告書（社団法人日本青年奉仕協会、平成17年３月）」を参

考にして下さい）

s 事業・活動の必要性

■目的を設定した根拠（問題化、地域・組織のニーズ）を示す

目的を設定するにあたり、どうしてその事業や活動が必要なのかといった根拠と証拠を持つことは、活動

の意義を明確にすると同時に、まわりの理解を得る上でも重要です。

d 事業・活動の内容

■目的に沿った内容

設定した目的に沿ったプログラム作りが重要です。機械的に作りあげるのではなく、熱意と遊び心も大事

です。

■発達上、環境上適切な内容

特に子どもやお年寄りが参加する場合、子どもの発達にとって適切な内容であるか、また高齢者に身体的

精神的に負担とならないか配慮が必要です。参加者同士の座る位置、距離、必要な筋力や能力のレベルな

どをチェックします。

■ツールの活用（おもちゃ、本など）

多世代が参加する活動では、単純に同じ場所で顔を合わせるだけで必ずしも交流は始まりません。交流の

きっかけ作り、また活動が計画通りに進むためには様々なツールの活用が有効です。

■適切な長さと頻度（短期的と中長期的）

交流活動を行うには、適切な長さと頻度で提供する必要があります。不適切な長さや頻度の活動は過剰な

負担を生み、楽しい交流を否定的なものにしかねません。次への期待感が持てる程度がいいでしょう。

■事業・活動から生まれるものに対応する

計画通りに進めることも重要ですが、活動の中で生まれる発見や変化にも柔軟に対応することが大事です。

多世代が関わる活動は予期せぬ出来事も多く発生します、障害は速やかに取り除き、肯定的な出来事は、

そこから何かを発展させるような意識を持つことが必要です。

f 参加する世代グループ

■参加する世代の特徴を理解する

子どもや高齢者、青少年、参加者によって身体的精神的特徴を理解することは企画作りにおいて場所や内

容の設定に影響します。参加する世代（グループ）について十分な理解と知識を持ちましょう。

■適切な参加者数

適切な参加者の人数は関わる世代によっても違います。特に高齢者と小さな子どもが関わる活動では参加

人数に十分な配慮が必要です。子どもが好きなお年寄りばかりではありません。不快に感じる方への対応

もすぐに出来るような人数やグループ割が必要です。

■世代グループに必要以上にとらわれない

参加者がどのような世代であるか、その特徴を理解することは、活動において重要ですが、世代に対する

イメージに囚われ、ステレオタイプになってはいけません。活動の様子を見てあくまでも参加者の可能性

を最大限に引き出す視点が重要です。

第２章　実践ガイド

12

第２章第１節.qxd  06.4.10 10:56 AM  ページ 12



g 事業・活動の場所

■目的・内容を実現する最も効果的な場所選び

活動場所には必ずしも選択肢がないことが多々あります。しかし、限られた選択肢の中でも活動内容に最

も適切な場所や環境が必要であり、創意工夫を凝らした環境作りをしましょう。

h 事業・活動に関わるスタッフ、ボランティア

■スタッフの確保、ボランティアのリクルートと役割

活動に必要な適切な人数のスタッフとボランティアを十分確保することは重要です。ボランティアをリク

ルートする必要がある場合は、採用基準や募集方法など計画が重要となります。関係するスタッフやボラ

ンティアがそれぞれどのような役割を担うのかを十分確認する必要があります。

■必要な技術と知識、トレーニングの継続

スタッフやボランティアが活動に必要な技術や知識を持っていること、また技術や知識を向上させる意識

と動機付けが必要です。日々の活動後の反省から特別な研修など、新しい技術や知識の獲得が負担ではな

く意欲となるように運営の中での位置づけを明確にします。

■報酬

金銭的報酬は職員などのスタッフの対価としては当然ですが、そのような報酬がないボランティアに対し

ては貢献への感謝の気持ちを伝える機会を活動の中に設けるなどの工夫が必要です。また、広報や報告の

際にもそのような謝意を表現するように運営者は配慮する必要があります。

j 事業・活動の広報

■ターゲットを明確にする。

多世代を対象にした活動や事業では、誰を対象としたものなのかがはっきりとせず、参加者が思ったよう

に集まらないというケースがよくあります。それぞれの対象に合わせて広報の内容を変える（チラシの内

容を変えるなど）などの工夫が必要です。

■連携団体やネットワークを活用する

広報は集客のための手段としてよく考えられますが、広報という過程は活動や事業への理解を得るため、また

ネットワークを築く上でもとても大切な作業です。長期的な視点を併せ持った広報活動を進めましょう。

k 事業・活動に必要な財源

■財源の確保と透明性

事業や活動を企画するには財源の確保は非常に重要です。目的や内容が抽象的な設定だと想定外の支出も

発生します。また、複数の組織や部署が関わる場合には、負担割合や管理も複雑になりがちなので、お金

についても明確な共通認識と透明性を持つことが重要です。

l 協働すべき組織・団体・部署・人

■既存のものを大事にしよう

何事も全てゼロから始めるのは大変です。様々な組織や人と連携し、地域の人的資源を最大限活用するこ

とが重要です。いくら素晴らしい活動でも地域で孤立した活動にならないように注意します。

■活動を支える体制作りと共通認識

様々な団体や人と連携した体制を作る場合、共通認識を持つことが重要です。この際、前述の目的が重要

となります。外部団体との連携のみならず、組織の内部であっても異なる職種のスタッフが関わる活動に

おいては、委員会などを構成し、組織内で公式な運営体制を作ることにより周囲の認知を得るということ

も必要となります。

13

第１節　異世代協働・世代間交流のための企画づくり
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■明確な役割と責任

様々な組織や人と連携する必要性がある異世代事業や世代間交流活動では、より明確な役割と責任分担の

事前確認が求められます。それにより、それぞれの役割でベストを尽くすことも可能になります。

¡0 事業・活動の目的の達成の検証

■適切な検証方法を採用する

事業・活動内容を検証することはその継続、拡大、中止を決定するうえで重要です。目的をどれだけ達成

できたかを検証する最も適切な方法を考えます。

■広く公表し、意見を聞く

事業・活動が本当に意味あるものか、必要なものであるかを広く公表し、理解を得るためにも検証とその

結果の公表は重要です。

■検証を次のステップに活かす

検証結果に基づき、内容の修正、環境の変更、ツールの変更などに活かします。日常的な修正と中長期的

な修正に反映します。

¡1 他の場所での応用性

■自分のところだけ良ければでは…

もし活動が意義あるものであれば、様々な場所や形で応用出来ることも重要です。他の場所や活動にどの

ように応用出来るかということも併せて考えることは、助成や連携を得る上でも大事な視点ですし、その

活動や事業の社会的意義や公益性をより明確にします。

以上のように異世代協働事業・世代間交流活動の企画をするにあたってはいろいろなポイントがあります。

このような活動には、様々な世代グループや組織が関わるため企画、運営が複雑になることも事実です。その

作業には大きなエネルギーと時間を要します。しかし、多種多様な社会的ニーズに応えるため、また世代間の

相互理解をより深めるためにも、異世代間の取り組みは重要な鍵です。そして、異世代協働や世代間交流にお

いて不可欠な「協働」で行う作業や活動は、関係した組織やスタッフが、それぞれの世代を対象とした本来の

活動やサービスに新たな視点を持って取り組むことを可能にさせ、より質の高い活動とサービスの提供に繋が

ることによる相乗効果も期待されます。

参考文献
Kaplan, M. (2002). Intergenerational programs in schools: Considerations of form and function. International Review of Education,
48(5), 305-334.
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第２節　若者と大人のコラボレーションのために

若者と大人のコラボレーションの前段階として、お互いの活動をどう知るか、お互いの活動のなかにどう接

点をもつか、そしてそういう視点で地域を見つめることの大切さについて大人と若者双方の視点で考えてみた。

以前より地域では大人たちによる社会教育活動や子ども対象の学習支援活動などが行われており、最近より

積極的に行われる傾向にあるようだ。それは、生涯学習における団塊世代の生きがいづくり、地域活動への参

加促進を目的にした政策の効果が少なからずあると考えられる。これらの活動の中心となっている大人世代は、

主に定年退職を控えていたり、ある程度生活収入の安定した世代が多いように見受けられる。さらに最近目立

っているのが若者たちを中心とした新しい形のボランティア活動である。

若者たちの活動は、従来になかった新しいアイデアによる活動内容や活動形態に特徴がある。子どもや同世

代の後輩の求めているモノに敏感に反応し、自分たちのやりたい方法でその課題に挑戦しているようにも見え

る。そして、組織の体裁よりも実績を尊重し、卒業というひとつの区切りをめどに後継者の育成にも力を入れ

ているグループが多いのも特徴だ。また、大人との協働形態についてもいろいろなアプローチをはじめている。

ここで若者たちを中心に行われている活動を３例紹介する。

a 長谷部治氏の場合

長谷部氏は現在、兵庫県神戸市の長田区社会福祉協議会の職員として、若者たちと地域活性化のための活

動を指導運営している。その事業のひとつに「サンタがうちにやってくる」がある。この活動のために設立

された若者によるボランティアグループが「サンタ団」だ。このグループには30歳定年制があり、設立時点

で参加希望のあった30歳以上の人のためにすでにOB会も組織されているユニークなものだ。

若者の少ない長田区に若者の活動の場を提供しようとはじめられたこの事業は、まず企画書づくりからス

タートした。その企画書のなかにはマーケティング分析やポテンシャル分析も載せられ、背景やコンセプト

が明確にされている。これまでの大人の活動ではあまり見られなかったもので、この企画書があとで資金を

生み出す大きな役割を果たしている。

サンタ団は、地域の商店で買ったクリスマスプレゼントをクリスマスイブの夜に、サンタの衣装に身を包

んだ若者たちが配達して回るというもので、実施にあたって早々に直面した運送手段の問題などを確実に解

決していくことで、結果的に地域の大人や企業をも巻き込むことになった。現在では、冬以外にもイベント

依頼が来るようになっている。当初の目的である若者のいる町に一歩近づいたのかもしれない。

１．大人の活動、若者の活動

２．クローズアップされる若者たち

第２節
若者と大人のコラボレーションのために

小野　紀之（地域パートナーシップ支援センター）
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s 中澤久美氏の場合

中澤氏は、2002年「高校生が学校の中でセンパイと話せる場」NPOカタリバを２人でスタートさせ、現在

680余名の若者たちをメンバーとして、首都圏近郊の高校で１ケ月３校のカタリ場を実施している。

一昨年、子どもゆめ基金の助成で実施された沖縄県でのイベント「本音でカタヤビラ（語ろう）」では、多

くの高校生と大学生が参加した。これまでの大人の活動でも見られるように、大人によるトーク、講演会で

は高校生に聞く意欲は感じられなかったという。しかし、大学生とのグループディスカッションでは大いに

盛り上がりをみせ、スタッフである先輩たちがファシリーテーター役となり、自分の考えを述べ、足を使っ

て調べるプログラムなど、参加者同士の積極的な交流の場づくりが行われた。

d 岩間文孝氏の場合

岩間氏が所属する渋谷ファンインは、地域の大人が運営し若者が支えながら活動を支援する社会教育団体

である。スタッフの中心はPTA、退職後のサラリーマン、NPO関係者、企業の社会貢献担当、自営業者、主

婦などでそれぞれが自分の経験を活かしてボランティア活動をしている。子どもたちへの指導や相談に関わ

る業務は、主に世代の近い若者が担当し、大人は若者たちへの活動アドバイスを行っている。活動は主に、

子どもたちの居場所として提供された場での活動をサポートするユースパートナー、子どもたちの希望の多

いバンドやダンス、スポーツをサポートするサポーター、不登校や障害をもつ子どもたちをサポートするピ

アサポーターによって実施されている。

これまで地域で行われてきた活動の多くは、大人が主体的な活動、運営を行い、呼びかけに応じて参加した

若者は、どちらかというと体力を活かした補助的役割しか与えてもらえない場合が多いようだ。しかし、この

３つの事例からみえてきたものは、最近の若者たちのもつ独自のアイデアと実行力で活動している点だ。また、

大人との間の平等な関係作りもうまくこなしているように思える。

a 企画力・プレゼンテーション力

最初の事例は、若者をボランティアとして活動の場に巻き込むことで、社会に参加させ、同時に仲間づく

りをさせている例である。ここで大切なのは、活動のニーズを探り出し、それにあった活動の場をボランテ

ィアする側、される側の双方にとってメリットのあるものに仕立てた企画力だ。また、ボランティアとは言

え、活動に必要な資金を事業計画書としてまとめ、スポンサーへのプレゼンテーション資料としてまとめあ

げた点にある。単に社会の役に立つことだから協力してほしいではなく、社会貢献度を客観的な評価として

具体的にプレゼンテーションしている。豊富な社会経験を積んだ大人にももちろん、このような能力を持っ

た人は大勢いることだろう。しかし、ボランティア活動ということで仕事から抜け出し、気分転換を図りた

い世代にとってはこの作業は重荷かもしれない。レクリエーション的な活動ばかりではなく、専門知識を活

かした企画運営会議でも発揮できる大切な役割をもう一度確かめてみる必要があるのではないだろうか。

s ニーズの把握力

２つ目の事例は、若者がすべての役割を担い、後輩の相談にのるという大人ではなかなかできない活動だ。

若者と大人との世代間の断絶を理由に、お互いが気軽に相談できないまま、悩みを内に溜め込んでしまう話

をよく耳にする。ほんの数年先輩の大学生や新社会人が高校生と気軽に話せる時間と場所をつくりだす活動

は、まさに現代の若者のニーズに応えたものといえるだろう。情報化時代の最先端に生きる若者ならではの

ニーズの把握と行動力、そしてケアにあたる大勢の若者スタッフをネットワークする力には学ぶところが多

い。その一方で、若者ゆえに越えられない障害もあったようだ。それは活動の場である学校からの信頼を得

３．大人と若者のコラボレーションのための役割
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第２節　若者と大人のコラボレーションのために

ることのむずかしさだった。このようなときに社会経験の豊富な大人が若者たちの信頼の後ろ盾となること

は有意義なことだろう。しかし、時間をかけてその信頼を勝ち取った若者の粘り強さも認めていいのではな

いだろうか。

d 活動資金づくり

若者たちは活動のための資金づくりについてそれぞれ独自の立場をとっている。自分たちの生活費の一部

として、つまり将来の仕事としてプロを目指している者もいれば、あるいは本来のボランティア活動として、

お金以外のモノを得られればよしとする者もいる。いずれの場合でも、活動そのものの資金づくりは避けて

通れない。事例で紹介したようにすぐれた企画力とプレゼンテーションで資金をつくれればいいが、それに

は時間がかかる。

また、異なる世代が協働で活動することは、同世代で活動する以上に経験豊かな人材が集まる。そこで、

その経験を活かした役割分担を行って、それぞれが自分の存在をアピールするのもいいのではないだろうか。

資金づくりもそのひとつで、生活にゆとりのある大人のペースばかりではなく、若者のために余裕のあるも

のがあえてお金の交渉をしてあげるのも必要なことだろう。

ただし、助成金や行政の委託事業に頼りすぎていては、活動に制約がでて、固まってしまう可能性もある

ので注意が必要だ。資金づくりのひとつの目安として１／３比率をキープするという意見もあった。

事業費　　　　１／３　　　　受益者負担

寄付金　　　　１／３　　　　社会性、長期的展望がある証し

補助金　　　　１／３　　　　行政からの信頼が、市民の信頼に

若者と大人がお互いを理解し、協働するにはどうすればよいか、とよく聞かれることがある。同様のことは

地域活動における企業、行政、市民の協働についてもよく言われる。

その解決方法のひとつとして、情報交換のための組織づくりが取り上げられることが多い。特にインターネ

ットを活用すると時間も気にせずに、打合せ事項の確認などが行える。

しかし、やはり大切なことはお互いが直接顔を合わせて打合せや活動を行うことだろう。また、世代を越え

たコミュニケーションを行う上で忘れてはいけないことは、対等な関係を築いていくことだろう。どうしても

大人は実年齢で若い者を下に見がちである。しかし、ボランティア活動ではそれぞれの経験年齢も考慮してみ

てはどうだろうか。

また、活動の対象である子どもや社会のニーズへの柔軟な対応をしていくためには、前例より新しいアイデ

アでチャレンジしていくことも必要だ。

最後に。若者たちがあまり意識することなく自然に行っていることがある。それは後継者の育成である。ど

のような活動でも人材の育成を怠っていると、活動の拡大、活動の継続に支障が出てしまいかねない。若者が

育成に熱心なのは、多くの大学生が卒業や就職活動の始まる前に仕事のバトンタッチをしたいからである。そ

のために日頃から仕事を一人で抱え込むことなく、分担し、協力して運営している。これこそが若者流人材育

成術である。

残念なことに大人、特にすでに定年退職を迎えてから活動に参加、あるいは自ら活動を立ち上げた者は自分

の動けなくなるまでが現役であるために、そうなったときには誰も全体を把握していないために引き継ぐこと

すらできないのが現状である。せっかくの活動なのだから、自分の世代だけで終わらせるのではなく、息の長

い活動として地域に定着させることができれば、これこそが異世代が交流できる活動ではないだろうか。

４．コラボレーションの課題
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大人から若者へ

・ピュアな活動をしている若者が社会、家族に

あまり高い評価をされていないのは残念。十

分評価されるに値する活動なのでがんばって

ほしい。

・その時々で判断し、活動していくのがよい。

・大人も若者もすばらしい人がいっぱいいる。

・プロ意識を持つことは大切で、たくましく感

じる。

若者から大人へ

・自分たちのもっている価値観を押しつけるの

ではなく、うしろからバックアップするよう

な応援が必要。

・「今の若い奴に何ができる」「どうせすぐやめ

るだろう」と決めつける大人がいる一方で、

自分たちの活動を受け入れて、応援してくれ

る大人がいた。まずは受け入れて、その上で

指導してほしい。

・プロになりたいけれども、まだ未熟。そのと

きがきたら、ぜひ評価してほしい。

・若者は若者としてそれらしく育ってきた。居

場所、体験、いろいろな他者との接触の場を

ぜひ。

・NPOを立ち上げて、経営してきた。仕事とし

てやっていけるような人材をビジネスの観点

で育てたい。

・「NPOより企業のほうがしっかりしている」

と言われてくやしい。そう言われないNPO世

代を育てたい。

分科会参加者からの意見、アドバイス
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第３節　子どもの未来を創る異世代協働

「生きる」とは生活すること。生活するとは命が活動すること。私たち一人ひとりの命は、その原点がいた

だいたもの。人の命はその命の連鎖によって今の「私」があることをしっかり認識したい。これが命の縦軸で

ある。

また人は一人では生きられない。父母がいて兄弟がいて友達がいて近隣者がいて、さまざまな師がいる。愛

し愛され、知恵を授かり体験し、失敗し、励まし合

い支え合って乗り越えていく。人は関わり合って生

きていく。これが命の横軸である。

人の一生はこの縦軸と横軸が綾なされるところに

生きる実感と意義が無限に広がっていくと考えられ

る。命の縦軸はいただくもの。自分自身の力ではど

うできるものではない。しかし人との関わりから生

み出される横軸は、自分自身の意思によって粗いも

のになるか、はたまた絹のようななめらかなものに

なるかが決まる。

この横軸づくりこそ、「異世代協働による子ども

の社会的自立」の課題である。その中でも「子ども

の育ち」に関わる活動をしている立場から「子ども

の育ちに不可欠な異世代協働」の考え方、あり方、

実践を考えてみたい。

子どもたちを取り巻く社会状況を、以下のように整理してみた。

近年の青少年犯罪を通して、命への畏敬が軽々にされている状況が見てとれる。自分の命も他者の命も、そ

１．はじめに

２．子どもを取り巻く社会状況

第３節
子どもの未来を創る異世代協働

立石美佐子（北摂こども文化協会）

他者の命への加害・・・いじめ・集団暴行・親殺し・子殺し・誘拐殺害・無差別殺害

価値観の崩壊・・・・・不登校・不就労・否婚・ディンクス

自己否定感・・・・・・引きこもり・自傷・自殺

命
の
縦
軸 

命の 
　横軸 

祖母 祖父 

近隣者 近隣者 

近隣者 近隣者 

父 母 

息子 

孫 

娘 

私 同世代 

先輩 教師 高齢者 同世代 
後輩 年下 乳幼児 
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の誕生も終結も、個人の意思の外にあるという敬虔な思いに至らない現象が急浮上している。

戦後、「生きる力=高学歴＝豊かな生活＝幸せ＝経済力」すなわち幸せは経済力という方程式が日本社会を支

配した。本来、学ぶということは「自分を活かす」ということであり、自分自身が設定した社会参加であり、

自分らしさを追及することだったと思う。

しかしながら人々は、経済的豊かさ＝幸せという方程式を信じて、マネー社会へと邁進していった。結果は

どうだろうか。命への加害、価値観の崩壊、しいては自己を否定することにまで行き着いてしまった。私を愛

すること、私が私であることを肯定できなくなってしまった社会は「私が生きる」ことの否定でもある。それ

故に、自虐的な犯行が大きく浮上してきたのだろう。

私が携わっている特定非営利活動法人北摂こども文化協会では、「いただいた命が人間として成長していく

過程で大切なのは『関わり合い』である」という考えを基本に据えた活動をしている。

私を知っている人がいる、私を助けてくれる人がいる、それが「人が生きていく関わりの場所」＝社会とい

うことを知らしめていく活動を目指している。

私を知っている人がいる。それはただ人が生まれたという事実だけでは成り立ちえない。隣の家に赤ちゃん

が生まれた、XXちゃんに赤ちゃんが生まれた、という関わりである。隣のXXさん、知り合いの○○ちゃんと

いう日常の関係が大切である。

以上は、子どもから見た社会環境の課題である。しかし①、②の問題は高齢者の問題とも重なる。③におい

てはかつてはあった地域の見守りの輪が求められる。地域コミュニティを活性化させる対策として、異年齢、

異世代の協働が有効であると認識されるようになった。

a 社会福祉法人江東園（東京都江戸川区）

江東園は、保育所、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、高齢者在宅サービスセンターの４施設を合築

し、日本で初めての「幼老同居」の施設として誕生した。同じ施設の利用者同士のお年寄りと子どもたちが、

３．今こそ大切な命の横軸

４．子どもを取り巻く地域コミュニティの課題

５．実際の取り組みから

①　顔の見えないコミュニティ

昔は当たり前だった「XXさんちの○○ちゃん」「XXちゃんのおばちゃん、おじちゃん」という地域関

係が薄れ、顔の見えない地域になってしまった。

② 核家族化により、ほとんどの家庭が単一家族形態である。（おじいちゃん、おばあちゃんがいない。孤

独な子育て。相談者がいない。かぎっ子。孤食）

③　安全でなくなった子どもの遊び場

学校、公園等の遊び場、その行き帰りに受ける加害の増発により、子どもが自由に、外で遊ぶことが

できなくなった。

④社会モラルが共有できず、価値観の軸が見えない。

⑤マネー優先社会にあって、夢や目標をもちにくい。（フリーター、ニート化）
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第３節　子どもの未来を創る異世代協働

朝のラジオ体操から節分、七夕、盆踊りなどの季節行事までさまざまな機会を共に過ごす。子どもたちがお

年寄りの部屋を訪問するプログラムもある。

お年寄りは子どもから元気をもらい、幼子を見守るやさしい心を引き出される。子どもたちはおじいちゃ

ん、おばあちゃんに甘える、見守られる、愛される喜びを体験する。核家族の中では得られない高齢者との

交流は、子どもたちの自尊感情を大いに育んでいると実感する。そして子どもたちが老人たちと関わること

で、老いるということ、老いている状況、存在を理解することができるようになる。また、知らないことを

教わる喜び、高齢者のスローライフからかもし出される時間空間は、子どもたちに豊かさを与え、高齢者自

身の存在価値を自他共に認識することになる。

弱いもの、強いものの関係ではなく、世代間の助け合い、互助関係は、正に社会の人的構成のありのまま

の姿である。関わりあうことの大切さを教えられる活動だ。

s 特定非営利活動法人世田谷まなびばネット（東京都世田谷区）

世田谷まなびばネットは、東京都世田谷区の区立小学校PTA連合協議会の役員たちが中心となって、生活

者の視点を活かしながら、子ども・若者の育成や地域コミュニティの活性化に取り組むことを目指して、2003

年に発足した。メンバーの多くがPTA活動の経験者であるという強みを活かして、さまざまな教育のコーデ

ィネート活動を行ってきている。

PTA活動をきっかけに、母仲間、父仲間、夫婦仲間、卒業生仲間、地域仲間…等、人と人とを結ぶネット

ワークを広げている。そのネットワークは正に異年齢、異世代集団であるが、活動の目的は共通しており、

子どもたちが安心して暮らせる社会環境をつくり出している。

バザー等の地域事業の計画実行をプロデュースし、地域団体、ボランティア、市民を結ぶコーディネート

を実践。まなびばネットに関わる大人たちの多種多彩な生き方、働き方は、子どもたちの人生観に多様な可

能性を伝えている。

d 特定非営利活動法人北摂こども文化協会（大阪府池田市）

①　ひと山まるごとプレイパーク

ひと山まるごとプレイパークは、里山の自然に包まれて心を開放し、遊び楽しむという取り組みである。

下は６ヶ月の赤ちゃんから、上は80歳までの高齢者が参加する。ここではXXのおじちゃんやXXさんちの

○○ちゃんではなく、みんな山の仲間の関係だ。知らないことを教え合って喜び、感動し、憧れるという

関係がいろいろある。あの人はこれが、この人はあれがといったように、それぞれ得意分野に個性がある。

ときには子どもが先生になることもある。プレイリーダーという青年たちは、大人に対しても子どもに対

しても、参加者のつなぎの役割を果たしている。

この活動を現場以外で支える委員会も結成している。この活動が子どもの目線に立っているかどうかを

検証する場である。大学教授、人形劇団代表、地域子どもスポーツ団体監督、小学校教諭、若者（学生、

おばあちゃんと一緒！ おじいちゃん、本読んで！
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会社員、公務員、アルバイト等）がメンバーで、当然異年齢であり、仕事も異業種だ。それぞれの個性か

ら出る意見は大変貴重である。

このプロジェクト委員会を中心に昨年、「実践報告集―ひと山まるごとプレイパーク」を出版した。

②　いけだ夢燈花

いけだ夢燈花は、大阪教育大学附属池田小学校児童殺傷事件をきっかけに、地域の大人が地域の子ども

たちの安全をどのように担保できるかを呼びかけ、模索する中で生まれた。毎年８月に、事件で犠牲にな

った８人の子どもたちの冥福を祈ると共に、世界の子どもたちの平和と安全を祈るためのイベントを開催

している。

５年目を迎える現在では、北摂こども文化協会が事務局を務め、地域の老人会、高齢者ボランティア団

体、市民団体、小学校等が実行委員会を結成。異世代、異業種のおもしろい集団が出来上がっている。

この事業で使われるろうそくは、遠く宮城県の養護学校６校が、毎年送ってくれる。普段はボランティ

アを受けることの多い養護学校生が、この時はボランティアをする側に立つ。弱者も強者もない。子ども

も大人も、地域のみんなの「社会を明るくしよう」と思う心が支え合ってできた取り組みである。

異世代が交流する効果はいろいろである。子どもの立場から言えば、両親以外にも「私を知っている大人が

いる」安心感と自尊感情は、自己肯定感につながる。また、大人は地域での自らの存在価値を認識することと

なり、その交流を通して地域の大人世代の居場所ができることが期待できる。

大人＝強者、子ども・高齢者＝弱者と決めつけるのではなく、それぞれができることで社会を支えあうこと、

それが異世代協働であることを再認識したい。地域の課題は地域コミュニティの総力で解決することと、異世

代交流・協働は両輪の取り組みであり、大切にしていきたいと考えている。

６．子どもの育ちを支える異世代協働を

雨が降っても楽しい「ひと山プレイパーク！」

＜プレイリーダーといっしょにロケット体操＞

夢燈花…灯りをつける小学生と青年
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第４節　異世代で触れ合う場からの可能性

同世代と一緒だからいつもあきらめていたことができた、同世代の中にいると、格好つけたくていつも以上

のパワーが出たという経験はなかっただろうか。また、同世代に相談するとお互いに悩みを共有できたり、解

決できなくても落ち着けたり…。

同世代がもっている力はすごいと思う。自分たちを勢いづけることもできるし、励みにもなることもあるの

ではないか。年齢が近い分、わかり合えることも多いのかもしれない。

しかし、逆もあるのではないか。同世代だから知られたくない悩みや弱みをもったことも誰もが経験をして

いると思う。ある不登校の子どもは、同級生には、いつも乱暴な接し方をしてしまう。また、違う学校の同じ

世代の子どもを見るとすぐに隠れてしまう。しかし、年齢に差のある若者や大人の前では、とても素直に自分

を表現することができるのである。このことは、子ども・若者には同世代だけではなく、異世代でかかわるこ

とが必要だということを意味しているのではないだろうか。

ここでの「子ども」とは、大体中学生以下を「子ども」とする。では、

何歳までを「若者」とするか。「若者」という言葉を辞書で調べても大体は

「年齢が若いもの」くらいのことしか書かれていないくらい抽象的な言葉で

ある。「若者」と言ってもこれだけ多様な「若者」の存在を考えると、何歳

からが若者ということが例え決まっていたとしても今の時代にはあわない

のではないか。そして｢若者｣という世代は、青少年、ニート、フリーター

などその時の状況や立場によっていろいろな名前をつけられてしまう、あ

る意味特別な世代である。その｢若者｣をはっきりとした定義づけのないま

までまとめるのは誤解を招くだけだと思う。

ここでは、あえて幅をもたせて、10代～30代前半位までの年齢層を「若

者」としたい。そして、それ以上を「大人」として、「子ども」「若者」「大

人」の３つの世代で分けたい。そして、その３世代が支えあい、共に育ち

合える場からの可能性を示してみようと思う。

では、各世代は、どのような場に魅力を感じるのか。

１．同世代の強みと弱み

２．世代について

第４節
異世代で触れ合う場からの可能性

岩間　文孝（渋谷ファンイン ユースパートナーピアサポート事務局）
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まず、子どもたちは、どのような場に魅力を感じるのか。小学校の低学年くらいの子どもたちが集まる場所

は、文部科学省がすすめている「地域子ども教室」等も広がり、全国的に増えている傾向にある。その年代の

子どもたちは、さまざまなことに興味をもち、大人と接する機会も多いのではと感じる。

ここでの子どもとは、あえて小学校の高学年以上を中心にすることにしたい。なぜなら、小学校の高学年、

中学生くらいの子どもたちの集まる場がまだ少ないと感じているからだ。そして、子どもたちにとってその時

期は、とても揺れる時期でもある。その揺れる時期でのさまざまな人との出会いや出会いによる経験は、将来

にとても大きな影響を及ぼすと感じているからだ。

では、そうした時期の子どもたちは、どのような場に魅力を感じるのかをたまり場活動の事例から考えてみ

ようと思う。

たまり場活動は、子どもたちが、自由に立ち寄り自由に集まれる場での活動である。その場には、子どもた

ちに年齢の近い若者がサポーターとしていて、子どもたちと一緒に活動する。活動といっても、何かすること

が決まっている場ではない。サポーターの若者の話によると、子どもたちはそのことを理解するのに時間がか

かったらしい。その若者は、何を教えてもらえるのか、何の先生なのかと子どもたちに聞かれることが何度も

あったそうだ。

そのことを考えると、今の子どもたちは、どこでも何かを教えられることばかりの環境にあるのではないか。

「自由に遊んでいい場」と表現して伝えたなら、子どもたちにも理解をしやすかったのかもしれない。しかし、

遊びたくなかったら、１人で休んでいてもいいという自分のペースで過ごせる場というのは、今の子どもたち

にはあまりにも少ないのかもしれない。また、その理由のひとつに学校の先生や自分たちの親以外の存在と接

する機会が不足しているということにある。つまり、大人という存在は、子どもたちにとって「自分たちに何

かを教えてくれる存在」と理解させてしまう環境にある。

子どもたちは、自分たちの好きなことしてもいい場所だと安心すると、横になり１人で本を読んだり、カー

ドゲームで友たちと盛り上がったり、若者と一緒に汗を流して遊んだりするなど実に自由に過ごせるようにな

る。集まる年齢も様々で、１年生～中学生ぐらいがよく集まっている。そこでは、異年齢の子ども同士のトラ

ブルは、日常茶飯事であるらしい。異年齢といっても、小学生から中学生くらいの時期は、１年の歳の差であ

っても大きいものである。また、同学年でもそれは、体格等を含めて様々である。そのような集団があれば、

さまざまなトラブルが起こるのは無理がないということは、誰でも理解できるのではないか。そうした状況を

若者は、見守っていることが多い。

では、見守るということは、どういうことか。

ある時、こんなことがあった。たまり場で散らかった本を片付けている子どもの姿を見かけた。たまり場で

も、一番のやんちゃな子の意外な姿にびっくりしたので、どうして片付けているかを聞いてみた。すると、そ

の子がいうには、「自分はここで遊ぶのが大好きだから」ということだった。こちらから片付けることを教えな

くても子どもたちは、自分の場所だと感じられれば、自分で考えて行動できるのではないか。それは、自ら学

んでいる子どもたちの存在を目にするたびに感じることである。

異年齢だからこそのトラブル。そこで、子どもたちは、お互いの主張を

繰り返すうちにルールが生まれることが多い。それは、年下の子どもと一

緒に遊ぶためでもあり、誰もがおもいっきり遊ぶための「特別ルール」で

ある。たまり場のサポーターは、子どもたちとかかわっていく中で生まれ

た子どもたちへの信頼感をもちながら、子どもたちを見守り、子どもたち

が「自分たちのルールを自分たちで作り出すこと」を待っている。

子どもたちにとって、このトラブルはとても大切なことである。はじめ

は、自分のことしか主張しない子どもたちであるが、それを繰り返すうち

第２章　実践ガイド
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３．子どもたちにとって魅力的な場とは
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に自分とは違う存在を肌で感じる。男女の差、年齢の差を理解しながらも一緒に遊びたいという強い想いがあ

るようだ。その想いでルールをつくるということは、たまり場は、子どもたちにとって、自ら学び合える場に

もなっているとはいえないか。

中学生は、たまり場に小学生が帰る頃に集まり、小学生と軽く会話を交わして中学生同士での時間を過ごす

ことが多いようである。小学生にとって、中学生は憧れの存在のようで、中学生が来るととてもうれしそうな

表情をする。逆に中学生にとっては、それを照れくさく感じるようである。

中学生にとって、たまり場の若者との関係は、小学校の時とは少し違って、若者を自分により近い存在とし

て感じているようである。そして、中学生は、若者に相談することもあれば、自分たちで自由に時間を過ごし

ている。そのときも、若者の方から無理やりに話に入っていくことはない。若者たちは、自分たちで過ごした

いという中学生の気持ちを理解しているからである。こうしたことを考えると、若者たちは、子どもたちの言

葉にすることのないその気持ちを敏感に感じることのできる存在といえる。

最近では、たまり場で過ごしていた子どもたちが大学生年代になり、たまり場のサポーターとして再登場す

るケースが増えている。それは、子どもの時に接した若者という存在が、子どもにもしっかりと伝わっている

ということだろう。

若者が子どもとかかわるということを、若者はどのように感じているのか。ここでは、高校生をはじめとす

る若者サポーターがどのように感じながら活動しているのかをまず紹介したい。

25

第４節　異世代で触れ合う場からの可能性

《子どもにとって魅力的な場所》

・ありのままを認めてもらえる場所

・多様な人たちとかかわれる場所

・何もしなくてもいい場所

・仲間づくり、勉強、情報交換など多くの人との多目的な空間

・気軽に会話出来る場所

・IT・科学・ものづくり・自然体験など一緒に体験してくれる仲間がいる場所

《たまり場活動の若者のサポーターの声》

・小学生や幼稚園の子どもと関わることは、普段なかなかないことなので新鮮でした。それまで学校のク

ラス、部活などの限られた範囲内だけでしか生活していなかったため、歳の離れたこどもたちと遊ぶこ

とで新しい考え方、広い視野を見つけることができたかと思います。 （高校生女子）

・子どもと遊ぶ時間はとにかく楽しかったです。一緒に遊んで楽しんでいる姿、自分のやりたいことを見

つけて楽しそうに遊んでいる姿を見るのは嬉しいことでした。歳の離れた子どもたちとふれあう機会は

あまりないことなので、いい経験が出来たと思います。子どもたちはたまり場にやって来ると私たちサ

ポーターを含め、たくさんの大人や年上の人と挨拶を交わしています。こうやっていろんな世代の人た

ちがつながっている場所ってなんかあったかいなあと感じています。 （大学生女子）

・子どもたちは、限られたスペース、時間の中で思いっきり遊んでいます。時にはスペース、遊具の取り

合いで言い合いになることもありますが、話し合い、譲り合って解決しています。思いっきり遊んでい

る姿、「またねー」と言って帰っていく姿など、子どもたちと一緒に過ごしていると楽しくて元気をもら

えます。みんなかわいいです♪ （大学生女子）

４．若者にとっての居場所
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先の文章から、子どもと接することでさまざまなことを感じていることが分かる。中でも気になることのひ

とつに、普段接することがない、歳の離れた子どもとはふれあう機会があまりないと若者が感じていることだ。

案外、子どもが好きな若者は多いのではないか。若者が電車で子どもに手を振ったら親に変な目で見られたと

いう話を聞いたことがある。確かに残念ではあるが、今の時代では仕方ないかもしれない。子どもと接する職

につく以外には、日常で子どもとふれあうことが難しくなっているということだ。

そのことを考えると、日常的に異世代でふれあう場をつくりだすことの必要性を改めて感じる。

もう一つわかることは、子どもたちに慕われることを喜びに感じるという点である。「自分がこんなに人に

喜んでもらえるなんて」と心の底からびっくりしていた若者もいた。若者は、子どもの気持ちをしっかりと受

けとめていた。

そして、子どもたちが求めるのは、若者のありのままの存在なのではないか。たまり場で、子どもたちに喜

んでもらえる喜び、人の役に立っているという経験は、若者のエネルギーになっているといえる。子どもたち

のサポーターとして、そして慕われることをエネルギーにしている若者と子どものこのような関係は、異世代

で育ち合っている姿とはいえないか。

また、多様な大人とのかかわりも若者にとっての魅力になっている。その大人というのは、子どもたちの保

護者の場合、地域の大人、たまり場活動のスタッフなどさまざまである。このようにいろいろな立場の大人の

存在に、今の若者はふれあう機会が少ないのではないか。その大人たちに認められることは、若者にとっては、

有用感を感じることのできるうれしい経験になる。そして、この大人から認められる経験を重ねることで、若

者は、大人との距離を縮めていくのではないかと感じる。

たまり場での活動を見ていると次のように感じることがよくある。それは、子どもたちは、新しい遊びを作

り出すプロであり、そして、その子どもたちを若者は、干渉でもなく、放任でもなく、絶妙にサポートできる

存在になれるということである。子どもと若者との関係は、徐々に特別なものになっていく。すると、子ども

たちは、若者にさまざまなことを話してくれるようだ。内容は、学校でのトラブル、友たち関係の相談などさ

まざまである。その中で一番多いのは、実は何かやりたいということである。

安心した場に異年齢で集まっているとみんなで何かをしたくなる。このことは、たまり場での子どもをみて

いると感じることである。そして、子どもだけでなく若者も同じである。

何かしたくなった時の子どもと若者には、環境を整備してくれる大人の存在が必要であろう。その３世代で

想いを形にしていくことこそ、子どもと若者が一番求めている活動なのではないか。

そのように生まれる活動の中には、当然継続しない活動もあるかもしれない。しかし、それは子ども・若者

の成長や世の中の流れを考えれば自然なことである。そのような時は、その時にやりたい活動をつくるように

すればよいのではないか。

第２章　実践ガイド
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５．たまり場から生まれるさまざまな活動

《若者にとってのたまり場の魅力》

・今まで接する機会がなかった世代との関わり

・仲間もスタッフもみんなフランク

・やりたいことに挑戦できる

・子どもにありのままを求められる経験

・やりがいをもって活動できる

・大人から認められること

・異世代、異年齢で育ちあう
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子どもたちは、安心する場でさまざまなことをやりたくなる。若者はその気持ちを感じ取り、大人はその活

動を実現するための場所を確保しなければいけない。また、その活動に必要なものやお金も集めなければなら

ない。そして、協力者を含めて、周りの理解を得るということも大人の大切な役目になる。

この子ども、若者、大人で活動をつくりだしていく過程は、子どもと若者そして大人にとってとても大切な

ものになる。実際、子どもたちは、自分たちが求めていたIT・科学・ものづくり・自然体験などさまざまな体

験が出来るようになることは、たまり場だけでは得ることの出来ない喜びにつながっている。若者にとっては、

子どもと大人で場を作り上げていくこと、自分で作り上げたその活動を大人に任せてもらえること、子どもた

ちが喜んでもらえることは、達成感を感じる活動につながっている。

「これまでも毎週活動に行く曜日には、予定を入れることはなかった。

これからもそのことは変わらない」

これは、来年から学習活動のサポーターになる若者の言葉である。その

若者は、人数もまだ少ない活動を始めた頃からいつも子ども役で参加して

いた。そして、今では、活動の時間は活動をすることを最優先に考えるよ

うになっているということだ。

子どもたちも若者たちも、とても多様な存在である。では、そのような子どもや若者は、どのような大人を

求めるのか。それはきっと、人によっていろいろだと思う。いろいろということは、つまりさまざまな大人の

存在が必要だといえないだろうか。子どもや若者は、いつの時代も変化に敏感で感性も豊かである。その若い

エネルギーと共に活動をしていくのは、一部の大人の力だけでは難しい。そして、一部の大人たちの頑張りに

任せておくべきではない。

しかし、大人側にもそれぞれの生活や事情がある。そのことを考えないで活動をしていっても、いつかは無

理になるのではないか。子どもと若者のことを考えても、継続性がない活動は、あまりよいとはいえない。

大人たちは、いろいろな経験をしている。そして、仕事や経験を通してさまざまなスキルをもっている。そ

のたくさんの大人たちのできる範囲での多様なサポートを集めることで、さまざまな活動が可能にならないか。

そして、大人が無理をしないで活動できることこそが、継続していくための大切なポイントではないか。

たまり場の活動は、日常的な活動である。そうした活動なら、大人も日常の延長でかかわることができる。

そして、そのたまり場から生まれるさまざまな活動を多様な大人で無理をしないで支え合う。そうして生まれ

るさまざまな活動を行うことで、子どもや若者は、多様な大人たちの存在と出会うことにはなるのではないか。

そして、活動を通して多様な大人とふれあうことで、子どもや若者は、自分らしい生き方を見つけていけるの

ではないだろうか。
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第４節　異世代で触れ合う場からの可能性

６．多様な大人たちの存在

《大人にとってのたまり場の魅力》

・無理をせず日常の延長で活動できる

・子どもや若者と触れ合うことができる

・自分の力を生かせる場である

・子どもを通しての広がりがある

・普段見ることのない子どもや若者の姿の発見がある
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異世代協働を進めていく上で、行政セクターと市民セクターの協働、すなわち官民協働における市民参加の

プロセスをどうデザインするかという課題に直面することが増えてきた（以下、単に「協働」と記述する場合

は「官民協働」の意）。しかし、協働の形は一律ではないし、市民参加と一口にいっても、その意味するところ

や目的、プロセスはさまざまである。たとえば、具体的な問題を発端に市民が立ち上がり、市民中心に活動し

ながらしだいに行政や企業を巻き込んでいくケースもあれば、行政主導でスタートした事業が、市民参加型に

次第に移行していくケースもある。

そこで本稿は、教育のフィールドに身を置きながら、さまざまな官民協働の現場に関わってきた筆者の経験

をふまえ、市民参加のあり方の中でも、行政主導でスタートした事業が、市民主導に移行していく場合を中心

に、そのプロセスデザインにおけるポイントについて論考してみた。

まず、筆者自身の活動フィールドと問題意識に少しだけ触れておきたい。筆者が教育の仕事に関わり始めた

のは1985年のことで、最初の７年間は進学塾に勤務し小中学生たちを教えていた。目標校への合格が進学塾の

使命であり、その結果が経営を大きく左右する。しかし、上意下達な講義中心の教育スタイルでは、目先のテ

ストの点数を上げたり受験のテクニックを身につけさせたりすることはできても、一方で塾や教師への依存心

を育ててしまい、自らの「生きる力」には結びつかないのではと疑問をもつようになった。それと同時に、母

親の勧めで無理矢理入塾させられる子どもたちが多いなか、自分から進んで入塾してくる少数派の生徒が、ほ

ぼ例外なく飛躍的な学力の伸びを見せることに気づき、人間の能力開花には「自発性」や「自己決定」が何ら

かの形で関わっているという仮説をもった。そして、子どもたちが能動的に学習する環境づくりが指導者の重

要な課題としてみえてきた。しかし、そのためには、まずは教える側が学習者でなければいけないし、「受動的

な学び」から「能動的な学び」へ、学び方の枠組みそのものを変えていく実践が必要だと考え、1992年春に進

学塾での仕事にピリオドを打った。

1994年からは、一方的に教えることをやめ、学習において誉める・叱る・モノで釣る・比較し競争させると

いう外的刺激による動機付けを与えることもやめ、自学自習スタイルの塾を自分で始めた。そこでの指導者の

主な役割は、自らの課題を自ら発見できるように、問題が表面化しやすい環境を用意することにあったが、一

人ひとりに個別対応が必要で、自身も学び成長することを迫られる刺激的な場となった。また、教室には、小

中高大の学生世代だけでなく、サラリーマン、主婦、自営業者、医師などさまざまな世代のさまざまな人たち

が集まるようになり、能動的に学習する環境づくりが、決して子どもたちだけに限られた課題ではないことに

気づかされた。そして、社会のなかで自分と違う多様な存在と出会うことや、双方向のコミュニケーションが、

第２章　実践ガイド
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１．さまざまな市民参加のあり方

２．“個々の自立”は“学びのコミュニティの再構築”から

第５節
官から民への協働デザイン

～行政主導事業の民営化プロセスを中心に～

井上淳之典（寺子屋プロジェクト）
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人が育つ上で重要であるという新たな課題も見えてきた。

1998年からは、行政から呼びかけられてスタートしたNPOのネットワークづくりを目的にした団体の運営に

関わりはじめた。「学習」が、個人の営みであると同時に社会的な営みであると筆者自身が気づいた時期と丁

度重なり、以後は、日々教室の実践で培ってきた視点や場づくりの手法が、教室外の場所でも求められるよう

になっていった。1999年には、コンピュータ2000年問題を機に、子どもたちの問題だけでなく、医療、福祉、

環境、エネルギー、経済格差、自然災害など生活に関わるすべての問題は、地域のコミュニティを再構築し、

助け合い支え合っていくことで乗りこえられることに気づき（図１参考）、コミュニティでのつながりを再構

築する道具のひとつとして、地域通貨の研究・実践を始めた。

2000年には行政からの委託でNPOの活動基盤整備を目的とした研修事業を実施し、官設民営方式による市民

活動センターの運営や人材育成に関わることにつながっていった。さらに2002年からは、学校５日制に伴う子

どもたちの居場所づくりとして教育委員会社会教育課が立ち上げた事業を、住民主導型の運営に移行する、官

民協働の現場にも立ち合ってきた。

1992年、進学塾を辞めて以後、筆者がやろうとしてきたことを要約するなら、学習活動の自立化と日常化、

つまり、「学び方」にこだわりながら、生活の中で個々の自立を実現していくことであった。しかしそれは、地

域社会のさまざまな問題を解決していく主体を市民中心につくっていくことなしに実現し得ないものであり、

地域の中で異世代がともに協力し合いながら、学びのコミュニティを再構築することにそのままつながってい

ると筆者自身が気づいていくプロセスでもあった。

ところで、「日本の借金時計」というホームページがあるのをご存じだろうか（経済シンクタンク

HARVEYROAD JAPAN運営http://www.takarabe-hrj.co.jp/takarabe/clock/index.htm）。国の借金の総額と、

そのすぐ下に並べて書かれている「あなたの家庭の負担額」が刻一刻と増え続けていくのを見ていると、心中

穏やかならざるものがある。国家財政の問題だけでなく、長引く不況、少子高齢化、凶悪犯罪の多発、ニート

と呼ばれる若者たちの増加、頻発する災害、過疎の進行等々、社会全体が大きな閉塞感に支配され、先行き不

透明な時代を迎えている。

また、経済成長のかげりとともに、人々の生き方や価値観が多様化し、モノの豊かさから心の豊かさが求め

られるようになってきている。しかし、国や自治体が一律に方向を決め、公共サービスを行政だけが提供する
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図１　今日の子どもたちをめぐる諸問題と社会的な背景との相関図
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３．官民協働以前に確認しておきたいこと
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やり方では、人々の多様なニーズに対応することは難しい。これからの地域社会は、市民と行政が地域の問題

を共有し、そこに住む人々が、地域のもつ資源やそれぞれの個性を活かしながら、自ら考え、責任をもって解

決していく必要がある。

せんだいみやぎNPOセンター代表理事の加藤哲夫氏は、「市民にはゴミを拾って街をキレイにする『権利』が

ある。そして行政職員には、そうした活動に市民が参加する権利を保障する『義務』があるのだ」と言われる。

これは市民と行政の新たな関わり方を明確に示した非常にインパクトのある言葉だ。

市民は、これまでのように行政サービスを一方的に受けるだけではなく、自分たちの身近なところにある社

会の課題に対して、主体的に解決しようとする意思を持って関わることで、自分たちの得意なところを活かし、

みんなで持ち寄って、みんなで「公
おおやけ

」の一翼を担うことになる。つまり、そのような社会は、よりよい社会の

実現のために、互いの役割と責任を分担する分権型社会であり、一人ひとりの市民の持つ「想い」「夢」を、市

民自身の手で実現できる道が開けたと言ってよい。

ただし、そのためには、国家と地方の関係も根本的に見直し、これまで行政に集中していた「人・もの・お

金（税金）・情報」の流れを、効率的・有効的に分散させていくためにも、「補完性の原理」を踏まえることが

重要である。

この「補完性の原理」とは、自分で解決可能な問題は自分で処理、不能な問題は家族で処理、さらに不能な

問題は地域コミュニティで、そしてそれでも不能だったり、効率が悪かったりする問題を初めて行政が処理す

る。さらに、その行政的解決についても、市町村で処理不能な問題は都道府県で、それでもダメな問題は国が、

国でもだめなら国際社会で、という順序ですすめていくもので、上位が下位を補完するという原則である。

残念ながら現在の日本社会は、「逆補完性の原則」で動いており、700兆を超える国の借金は、その結果もた

らされた負の遺産である。社会全体が「補完性の原理」で完全に動くようになるまでには多くの時間が必要だ

ろうし、市民活動やNPOが生まれてきた背景にもこのことが密接に結びついている。この補完性の原理は、EU

統合を合意したマーストリヒト条約や、岐阜県の「県政の方針」等に盛り込まれていることからもわかるよう

に、これからの社会のあり方を考える上での大変重要な枠組みとして確認しておきたい。

第２章　実践ガイド
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資料　県政の指針（岐阜県）
【近隣補完の原則】
１．個人でできることは個人で解決
２．個人でできないことは、まず家族がサポート
３．家族で解決できないときは、地縁組織（町内会・自治会など）もしくはテーマ毎に特化したNPOがサポート（共助）。以
上でどうしても解決できない問題については、初めて政府が問題解決に乗り出す。
４．政府が問題解決に乗り出す場合、まず最初に取り組むべきは市民に距離の近い自治体（市町村）
５．基礎的自治体で解決できない問題については、広域自治体（都道府県）がサポート
６．広域自治体でも解決できない問題については、初めて中央政府がサポート
（注）「サポート」は一般に上部組織の「義務」と位置づけられるが、足らないものを補う立場に徹することが必要

※『岐阜発、地域からのカクメイ』より引用

図２　公共サービスを官が独占する時代から「官民協働」の時代へ

いままでは 

個人 家族 自治会   市町村 都道府県 国 

個人 家族 自治会 市町村 都道府県 国 

ボランティア・市民活動・ 
NPOなど 

のように「逆補完性原理」で動いていたが…これからは？ 
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さて、協働を進める上において、踏まえておくべき重要なことが少なくないが、ここでは３つのことを挙げ

るに留めておきたい。

まず第１に、協働はあくまで１つの手段にすぎず、絶対的な必要条件ではないことである。何のために協働

が必要なのか、その目的を双方が納得いくまで議論し、きちんと確認することなしに進める協働は、単なるタ

テマエやアリバイづくりのための、カタチだけの市民参加で終わる危険性を孕んでいるので、最初から協働あ

りきでスタートすべきではない。

第２には、補完性の原理を踏まえながらも、日本の地方分権はまだまだ過渡期にあることを認識し、現状に

即した取り組みをする必要がある点である。

地方分権改革の柱として、1997年７月の国会にて可決成立し、2000年４月から施行された地方分権一括法に

は、「住民にとって身近な行政は、できる限り地方が行い、国が地方公共団体の自主性と自立性を十分に確保

する」とうたわれ、それまで都道府県や市町村が行ってきた機関委任事務はすべて廃止された。しかし、国が

持つお金を都道府県に分配し、都道府県が市町村に分配するというシステムは、ほとんど変わらない形で今も

なお残っており、国から地方への財源委譲は遅々として進んでいない。いくら法律上で国と地方は対等である

とし、権限だけを中央から地方へ委譲しても、財源の委譲が進まない限り、「地域主権」「住民自治」は絵に描

いた餅にすぎない。

第３に、「公」の役割分担については予め明確にしておく必要があるが、それを実現するための協働のあり

方は多様であり一律ではない点である。

市民と行政とが担う「公」の領域について、山岡義典氏は1999年に図３のような分類を行っている。このA

からEまでの領域の区分は、市民や社会の状況によって変化するものであり、さらには、地域や活動分野等など

によっても取り組み方が変わり一律ではないという点も

表現している。また、協働の形態は後援、協力、共催、

委託、補助、実行委員会形式などさまざまであるし、企

画立案段階からの参加、実施段階での参加、事業の一部

分だけの参加など、その始まり方は一様でない。

以上３点をふまえて整理すると、協働事業においては、

それぞれの役割分担のあり方や責任の所在にかかわらず、

目標を共有し、双方が有する経営資源を持ち寄り、お互

いの得意分野や持ち味、特徴を活かしながら展開してい

く必要があると言えるだろう。さらに、現段階では協働

の定義が確定していないため、協働をすすめる上におい

て、そもそも『協働』とは何であるかについて、双方の

見解を出し合い、認識を摺り合わせていく姿勢が求めら

れる。

特に行政として重要なことは、市民参加を長期計画の

根幹部に施策として盛り込んだり、条例化したりして、

市民参加の権利を制度として保障し、社会システムの中

にきちんと位置づけることである。また、市民側として

は、苦情や要望を行政に対して一方的に述べるだけに終

わらず、市民独自の視点や発想を活かした対案を提案す

るなど、自らの役割と責任を自覚し、建設的な議論を進

めようとする姿勢が必要だ。
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４．協働を進める上で確認しておきたいこと

図３

出典：「みえパートナーシップ宣言step！２」
（『時代が動くとき－社会の変革とNPOの可能性』
山岡義典著、ぎょうせい、1999より要約・加筆したもの）
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1998年のNPO法施行にはじまって、介護保険法、地域福祉計画、次世代育成支援計画、学校教育の規制緩和

などによって、行政だけでなくNPOや企業が新たな公共サービスの担い手として法的にも位置づけられるよう

になってきた。また、NPO法人として認証された団体の数は、2005年12月末現在で、24,763を数える。

とりわけ、2004年９月から施行された指定管理者制度は、こうした「官から民へ」の流れをさらに加速させ

る内容をもっており、今まで自治体直営もしくは自治体からの管理委託を前提として運営されてきた図書館、

公民館、保育園といった公共施設を、2006年までに、直営もしくは指定管理者制度による指定に改めることに

なっている。

三重県の野呂知事は、「新しい時代の『公
おおやけ

』」という考え方を新しい総合計画の中核となる理念として推進す

る方針を2005年４月に示した。そこには、「『新しい時代の公』とは、公（公共領域）の活動に、多様な主体が

参画し、みんなで支える社会のあり方、及びその形成に向けた諸活動のことをいう」とある。

このように今日では市民参加、協働の必要性が、社会的にも認知されつつあり、首長・議員の選挙公約にも、

政府・自治体の基本計画のうたい文句にも『市民参加』という文字が登場する時代となった。

しかし、その実体はというと、その大多数が行政から市民に対する一方通行の「協働」である。行政が企画

のアウトラインを立て、出来上がった企画を市民、もしくはNPOに委託し、実施していくのが「協働」であ

ると考えている行政職員が少なくない。そもそもこの「委託」とは、「本来行政の責任で行うべきことを、民

間業者等に託する」ことであり、前に示した山岡氏の図においてはEにあたり、「委託は協働にあたらない」とす

る識者もある。

一方、市民側の意識や自覚、行動についてはどうだろうか？2005年８月に内閣府が全国の20歳以上の３千人

を対象に初めて実施した「NPOに関する世論調査」によると、NPOへ参加した経験がある人は7.2%にとどまり、

参加しない理由（複数回答）として、「きっかけや機会がない」が最も多く、50.5％。29.6％の人が「NPOに関

する情報がない」、28.8％が「活動に参加する時間がない」と答えている。また、「NPO（民間非営利組織）」と

いう言葉を知っていて意味もわかる人は39.7％。60.5％がNPOに関する情報量が「不十分」と答え、「十分」と

答えた8.9％を圧倒している。さらに、法人格を悪用した事例が出ていることに関し、こうしたNPO法人への対

応について、複数回答で61.5％が「行政が審査・監督を厳しくするべきだ」、40.4％が「事例発生の時点で行政

が速やかに対処すべきだ」など、行政に対応策を求める意見が目立ち、「簡易な手続きである以上やむを得な

い」と答えた人はわずか2.7％だった。NPOに対する認知や参加の度合いが低いだけでなく、誰でも簡易な手続

きで法人格をとれるようにして、活動の善し悪しの判断を行政府がするのではなく市民に委ねようとしたNPO

法のもつ本来の趣旨は、残念ながらまだごく一部の人にしか理解されていない。

こうした現状をふまえ、行政発の一方通行の協働のあり方を反省し、市民発の協働を実現すべく、市民から

出された提案を、行政が施策としてきちんと位置づけ事業化していくやり方が検討され始めている。三重県生

活部NPO室では、2003年から「協働事業提案事業」を開始し、筆者は初年度から２年間、市民側の審査委員兼

コーディネーターとして関わった。（http://www1.mienpo.net/partnership/kyodojigyo.html）

その経験から、行政としてとり組んでいる課題が何であるのか、どんな仕事をどんなしくみで進めているの

かなどについて、理解している市民は少ないこと、そして、行政の側も、地域にはどんなNPOが存在している

のか、そしてそれぞれのNPOが日々どのような思いでどんな風に活動しているのかについて、理解しながら仕

事をしている職員も少ないということを実感した。

この事業は、単に公共性・公益性があるというだけでなく、行政が関与する必要がある課題を市民が自ら発

第２章　実践ガイド
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６．市民からの協働事業提案の試み

５．協働、その現状と実態
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見し、市民の視点を活かした解決方法を、行政と市民という異なる主体が共にとり組む形で提案していく必要

があり、助成金の申請よりはハードルが一段高いものを要求される。事実、初年度のプレゼンテーションにお

いては、自分たちの団体の日常的な活動ややりたいことに対しお金を出して欲しいといった提案もいくつか見

られたが、年を重ねる毎に提案内容は洗練され、事業の趣旨として求められている内容に沿った企画が市民側

から提案されるようになっている。また、行政の側も、今までの旧態依然としたシステムを改め、市民を対等

なパートナーとして、新しいしくみを共に作っていこうという姿勢が徐々に見られるようになってきている。

この事業は、まだまだ実験的な試みの域を脱皮していない点はあるが、行政の仕事のしくみを根本的に見直す

視点を含んでおり、現状における協働の問題点をふまえ、官民双方の相互理解を促進し、対等な関係としての

協働を本気で実現しようとしている点で高く評価したい。

「みえパートナーシップ宣言step！２」は、2003年度の協働事業提案事業として市民側から提案された企画

の成果をまとめた小冊子で、行政と市民とが協働をすすめる上で必要な指針と具体的方策について、官民双方

の視点から検討され、押さえておくべきポイントがほぼ網羅されている。「協働」の現場でルールづくりに悩

む方々には是非一読をお勧めしたい。

2002年度から小中学校における学校完全週５日制が始まった。この学校５日制実施にあわせ、員弁町教育委

員会社会教育課が土日の子どもたちの居場所づくりとして企画した「員弁町コミュニティスクール事業」の実

施をきっかけに、地元の人々が子どもたちを対象とした教室・居場所等の運営・企画に自発的・主体的に関わ

れるよう支援する組織「いなべこども活動支援センター」が教育委員会主導で設立された。筆者は設立半年後

の時点から、教育委員会に事業の補助スタッフとして派遣する目的で、子ども活動支援のNPOに半年間の期間

限定で雇用された臨時職員という立場で関わり始め、その半年後には、教育委員会の嘱託職員として、そして

その１年後、2004年春に「いなべこども活動支援センター」が教育委員会から離れ自立を果たして以後は、セ

ンターの事務局長、というように立場を微妙に変えながら、組織の自立に努め、その民営化プロセスに関わっ

てきた（第３章「実践事例」p76参照）。

いなべこども活動支援センターは、文部科学省の施策により、各市町村に設置された「体験活動・ボランテ

ィア活動支援センター」の一つである。現状では全国的にも教育委員会や公民館など、行政機関内部に設けら

れている支援センターが多いなか、いなべこども活動支援センターが、2002年度の設立当初から民営自立が目

標とされ、設立２年後という比較的早い時期に自主運営体制に移行できた最も大きな要因は、目前に迫った市

町村合併であり、行政区が広域化することで懸念される行政サービスの低下であった。

自然体験、ものづくりなど、子どもたちを対象とするプログラムは全国的にも数多く見られるが、行政主導

の企画は、国の事業の終了や、担当者の異動等によって立ち消えになったり、単なるイベントとして開催され

る向きが時折見られる。また、大きな自治体になるほど、事業によって生み出されたプログラム情報や人的資

源に関する情報を継続的に蓄積して行くことが構造上難しい。

文部科学省は全国14,000箇所での開催を目標に、「地域子ども教室推進事業」を2004年度からスタートさせた。

員弁町コミュニティスクール事業もその委託を受けて実施しているが、国の事業は2006年で終了することが決

まっており、その事業を継続するために必要な人材や財源をどう確保すればいいかが全国各地で課題となって

いる。2006年以後には「地域子ども教室推進事業」に代わる新たな事業がスタートすることも考えられるが、

たとえそうであったとしても、上から降りてくる事業に依存する形では、結局は予算が続く間しか実践できな

いことになってしまう。

そこで、このような活動を一時的なイベントに終わらせるのではなく継続的に行い、真に地域に根ざした活

動にしていくためには、行政から独立した運営母体（支援組織）をもつことが必要と考え、民営自立を目標に、

理念の確認や財政面での基盤づくり、必要な人材の確保と育成など組織化を進めてきた。もちろん、このよう
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な子どもたちの教育に関わる課題は、公益性・公共性が高く、官民が協働しながらとり組むべきであると考え

ているので、民営自立といっても、100％すべて自前の財源でやりくりすることを目指してきたわけではない。

したがって、運営上の自立は果たしても、財政面での自立は程遠く、行政からの委託金が全体予算の９割以上

を占めているのが現状である。

今まで文部科学省は、「地域子ども教室推進事業」の他にも「子どもセンター事業」など、様々な事業を実

施してきた。しかし、その事業のほとんどが「民営自立」を目標に掲げながらも、それを実現していくための

具体的なプログラムやノウハウが明示されていない。つまり、国の事業には地域社会が自立していくためのソ

フトウエアがなく、結局は事業を実施する側が手探りで進めているのが現状ではないだろうか。

「官から民へ」は時代の大きな流れであり、おそらくはこの流れを止めることは出来ないだろう。しかし、

そうした時代の後押しがあったとしても、公共サービスをほとんど行政が担ってきた時代が長く続いた日本社

会で、今まで官が果たしてきた役割をそのまま民が果たそうとしても、そのための経営資源は余りに乏しく、

その実現は決して容易なことではない。これが筆者が足かけ４年にわたって試行錯誤しながらとり組んできた

実感であるが、おそらく同じような思いをもっている人々は全国に多数存在することだろう。以下、実践の中

で心がけてきたことや見えてきたこと等を７つのポイントとして整理してみた。

a 市民参画のタイミングは早めに

行政主導で協働事業を起こすとき、ともすると、中味の大

枠を固めてしまってから、市民に提案する場合が見られるが、

そうした形での市民参画は結局形だけのものに終わり、市民

が主体的にとり組む事業にはなりにくい。構想、企画の早い

段階から、市民の意見を聞きながらともに事業を進めていく

姿勢が必要である。

多く見られるパターンは、行政がたたき台をつくり、肩書

きを持った人たちや、自治会や青少年育成会、体育協会のよ

うに行政と密接な繋がりを持つ既存の団体を構成するメンバ

ーを主に組織化していくようなやり方である。肩書きは上か

ら与えられた役割に過ぎず、そうした組織が自発的な参加を

促し、能動的な活動として発展していくことは難しい。もち

ろん、一定の役職にある人や実績をつみ地位についた人の見

識は無視すべきではないが、こうした試みは既存の枠組みを

超えたものであり、そのためのアイデアは、実際に現場で活

動している人たちの方が沢山持っている場合が多い。「ご意見

番」ではなく「実働部隊」を集め、その実働部隊をまとめる

キーパーソンを捜すことが行政の重要な役割である。

たとえば、三重県庁ではいま、就労支援にとり組んでいる

生活部の雇用・能力開発室が中心となって、NPOとの協働を

前提に、ニートの問題への取り組みを始めている。そこには、

こころの健康センターという医療分野の職員や発達障害支援

センターという福祉分野の職員、県知事直属の総合企画局担

当者や、教育委員会学校教育課からも参加があるなど、行政

第２章　実践ガイド
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８．民営化へのプロセスをデザインする7つのポイント

図４　住民参加のステップ

※「新潟一村一価値づくりガイドブック」より引用
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側の複数部署とNPO関係者が一堂に会し、企画段階から意見交換することからスタートしている。もちろん、

ニート問題のもつ多様な背景と、限定しにくい対象者像から、必然的にこうしたスタイルをとらざるを得な

かった面も否定できないが、従来の縦割りの役所内では考えられないような画期的な試みで、このような形

が日常化していけば、協働のあり方もきっと変化していくことだろう。

s 初期段階で前提条件の確認と理念の構築を

タイミングの問題だけでなく、特に初期の段階で明確にしておく必要があるのは、事業がどんな前提にお

いて何を目的にして行われるものであるかという点である。最初の枠組みをどう設定するかが後々まで大き

く影響するので、事業の初期設定がとても重要である。最初に作った枠組みを後から変えるためには、数倍

ものエネルギーを要する。したがって、どういう形でスタートするかについては、スタートする前に話し合

う時間を十分に持ち、双方がきちんと確認、了解することである。なかでも、事業の「民営自立」という目

標を掲げる場合においても、行政側の一方的な願望にすぎない場合や、初期の段階で市民側が自立の意志を

もっていても、途中で行政側の担当者が異動することで事業の枠組みの前提が揺らいでしまうことがある。

そうならないためにも、官民の双方が意志をもっているかどうかを最初の時点で確認し、文書等に残してお

くなどの工夫が必要で、担当者の資質や力量だけに依存しないシステムをどうつくるかがポイントである。

また、市民側としては、民営自立で実現したいことが何であるか、市民自身が明確にイメージできている

ことが特に重要である。それがない形だけの民営自立は、行政の単なる下請けに甘んじてしまう危険性があ

る。

d コーディネーターの重要性を十分認識し、専門職として位置づける

「協働」という、異なる主体がともに活動する状況においては、当事者だけですべての活動をやりくりし

ようとするのではなく、外部から新しい経営資源を持ち込んだり、評価の視点を導入したりして、調整役を

果たす人が存在するかどうかがポイントとなる。たとえば、不登校・いじめ・児童虐待といった子どもたち

をめぐるさまざまな問題に、学校と家庭だけで対処していくことには限界がある。これからは学校と家庭だ

けでなく、企業やNPO、ボランティア団体など、さまざまな主体を含んだ地域社会全体を教育の場と捉える

ことが必要で、そのためには、地域の学びの資源と学校などの学びの場とをつなげるコーディネーターの存

在が重要になってくる。このコーディネーターは、官の立場でも民の立場でもなく、中立な第三者的な存在

でないとうまく役割を果たせない。

福祉や医療の分野では、コーディネーターやソーシャルワーカーの制度が早くから制度化されたが、残念

ながら教育の世界では立ち遅れている。そもそも市町村の教育委員会は、それ自身が学校と地域をつなぐコ

ーディネーター役を果たす中間支援的なポジションにあるが、前述したように担当者の異動が定期的に繰り

返されるため、地域に存在する様々な経営資源の情報が蓄積しにくい構造になっている。また、日本の教育

制度が、教師や社会教育主事といった実務者を中心に成り立っており、学校と家庭だけが教育の場であると

長年にわたって考えられてきたことなどから、コーディネーターという存在に対する認識が根本から欠落し

てしまっている。

また、前述した文部科学省の地域子ども教室推進事業においては、コーディネーターの存在が想定されて

いるが、その人件費に充てられる額がわずかで、そうした存在をボランティアだけに頼っていくことには無

理がある。専従者として継続して関わり、その仕事で収入を得て生活できる人材が地域で育っていくように

していかないと、さまざまな施策が社会システムとして定着せず、一過性に終わる危険性がある。コーディ

ネーターが社会的にも必要な専門的職能として多くの人に認知されるためにも、キャリアとしての蓄積を考

慮した制度化が望まれる。
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f 官民双方がフラットな関係で学ぶ場を継続的にもつ

今日では、行政の情報公開は常識になりつつある。しかし、公開のためにどんな手続きが必要なのか、そ

して、公開された情報をどのように扱い、どう活用していけばいいのか、よくわからない人が多いのではな

いだろうか。協働、NPO、市民参加といったことについても、日本の社会においてはまだまだ発展途上で、

行政も市民もともにそのことについて学ぶ機会をつくっていくことが必要である。前述したように、現段階

では「人・もの・お金（税金）・情報」という経営資源は行政に集中している。市民が行政と対等な立場で

協働していくために学ぶべきことはまだまだ多く、市民側はもっと力をつける必要がある。

しかし、ともすると行政は、市民に対し「育成しよう」という姿勢で、学習の機会を提供する場合が多い。

行政が必要とする形のボランティアを養成する趣旨の講座を、行政自身が企画する例は枚挙にいとまがないが、

そうした場には、市民としても主体的に参加しようと

いう気持ちが起きにくいだけでなく、その活動が市

民主導で発展していくことはあまり期待できない。

そうしたなかで、新潟県では、NPO法施行前の

1996年という比較的早い時期からまちづくりコーデ

ィネーター養成のための講座が毎年開催されており、

市民参加のまちづくりという点で先進県と言える。

そこでは、行政から15名、民間から15名、計30名を

定員とし、官民双方がフラットな関係を保ちながら

学ぶ場づくりが実践されている。ちなみに、この講

座は当初ニューにいがた振興機構という県の外郭団

体が企画・主催してきたが、その企画に関わった人

たちが中心になって、特定非営利活動法人・まちづ

くり学校という組織をたちあげ、全国各地から寄せ

られるニーズに応えて、コーディネーター養成のた

めの講座を各地で開催するようになっている。

「住民参加のステップ」（図４）や「参画型事業つ

まずきのパターン」（図５）は、そのようにして開催

されてきた数多くの講座やワークショップの成果か

ら生まれてきたもので、官から民への協働デザイン

を考える上で参考になるところが大きい。

g 双方が楽しみながらとり組む

協働とは、異なる主体が一緒に活動することで、単独ではなし得ないような今までになかったものを生み

出すことである。そのため、双方が異なった考え方や認識を持っていることが大前提で、さらに言えば、そ

のずれた部分や落差こそが新しい価値を生み出すもととなる。しかし、現実には多様な価値観を認め合い、

その異質な部分をすり合わせていく作業は骨が折れるし、根気と忍耐力が必要である。

したがって、双方にとってのメリットを明確にし、それぞれが無理をせず、楽しみながら取り組めるよう

に工夫することは、継続させていく上でとても重要である。たとえば、ときには事業や活動を離れて、一緒

に歌をうたったり、バンドを組んだりするようなことも良いだろう。また、先進地への視察が目的の旅行を

計画するような折でも、そこに親睦の要素もあって然るべきであるし、柔らかい発想と余裕をもって取り組

むことが望まれる。

ただ、官民協働において、継続は絶対必要条件ではない。事業が終了し、当初の目的を果たしたならば、

成果を確認して離れていけばいい。とくに、当初から民営化を目標として設定された場合は、事業が進んで

いくプロセスでの行政の関与する度合いについては、具体的な期限とともに予め明確にしていく必要がある。

第２章　実践ガイド
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h 運営面の自立から経済面の自立へ

行政が立ち上げに関わった団体の場合、事務局が行政内部に置かれているケースが少なくない。また、前

述した文部科学省「地域子ども教室推進事業」の場合、学校や公民館など官営の公共施設が拠点となってい

る場合が多く、事務局の窓口が学校の教頭先生だったり、公民館の事務員だったりする。しかし、前述した

ように、担当者の異動で事業の継続が困難になってしまうことが予想され、途中から急に市民主導に切り替

えようとしても、無理が生ずることが多い。

事務局には活動に関わるさまざまな情報が集まってくるし、対外的な窓口でもあるので、そうした外部か

らの連絡やアクセスに対して対応できる態勢づくりが求められるため、その運営は大変であるが、運営の自

立のためには、連絡窓口を行政機関におくのではなく、なるべく早い段階から市民側におくことが望ましい。

そして、単発的に行政によって動員されたスタッフではなく、活動に自発的に関わろうとする人たちを中心

に構成し、その活動を充実させながら、自治的な組織づくりをすすめることである。

そのためには、組織運営に関わる規約づくりをはじめ、事業計画や予算をつくったり、財務を管理したり

する仕事をスタッフ間で役割分担し、一部の限られた人だけに業務や責任が集中しないようにする配慮が重

要である。運営スタッフは、そうした活動に進んで関わろうとする人たちが多く生まれるためにも、企画や

アイデアを気軽に持ち寄れるように会議運営を工夫し、広報紙の定期的発行、メーリングリストの活用等に

よって、活動に関わる情報をだれもがアクセスしやすくし、魅力ある活動にしていくように、一人ひとりの

自覚と日々の努力が欠かせない。

日本の場合は特に、ボランティアは無償の奉仕活動であるという見方が根強く、NPO法が成立して８年が

経過した今もなお「NPO＝ボランティア団体」という一面的な理解から抜け切れていないため、経済的な自

立は大きな課題となっている。事務室を借りれば家賃は払わねばならないし、パソコンもFAXもタダでとい

う訳にはいかない。専従スタッフの雇用は運営を継続していくためにも大事であると解っていても、給料を

払わなければいけない。どんな事業もどんな形の運営であってもコストは必要である。それを誰がどのよう

に負担するのがよいのか、コストの適正な分担のあり方についての議論はきちんとすべきで、寄付金や助成

金を獲得したり、事業収入を増やしたりして多様な財源を開発し、自ら稼ぎながら継続させていく努力が必

要である。

しかし、NPOがお金を稼ぎながら活動することについて抵抗感をもつ人は行政職員に多く、そうしたこと

も協働をすすめる上での大きな阻害要因となっている。また、行政側のお金の出し方については、今までの

慣習だけで惰性に流されているケースも多く、たとえば、補助金と委託金の位置づけの違いについて明確に

理解している行政職員は少ない。そのためにも４で触れたように官民双方がともにこうした課題について学

習する機会を持つことも重要である。また、地域の市民活動やボランティア、NPOの中間支援組織には、人

材、学習の場、助成金などの情報が集まっているので、必要な経営資源をすべて自前で準備できなくても、

そうした中間支援組織との連携をはかることで解決する場合もある。

いずれにしても、運営面や経済面での自立を考える上においては、その地域の実情にあったやり方と目指

す目的に沿ったスピードで進めることが原則で、そのためにも地域の実情を的確に把握し、運営方法や組織

に対しての将来像を明確に描けるようにしていくことが重要である。

j プロセス情報の共有化

異世代協働、官民協働にいずれにとっても重要なポイントであるが、上意下達ではない合意形成の方法を

手に入れ実践することである。日本社会においては、上意下達を旨とし、丸く収めることが合意形成の根幹

であるという認識が昔から存在しているし、一方的に教えることが中心の現在の学校教育のスタイルもここ

に起因する。

たとえば、子どもたちをめぐる事件が各地で多発している昨今の社会状況のなか、高齢者が子どもたちの

登下校の道中を見守るという動きがある。しかし、現実にその多くは、子どもたちの安全を確保が緊急課題

であると、文部科学省から教育委員会を経由して学校や自治会へ上意下達に通達が回った結果、「それはエ
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ライコッチャ！」と始まったものであり、とても協働と呼べるものではない。それで、今まで学校が地域の

人を入れようとしなかったのが、急に「学校へおいでください」というような変なことにあちこちでなって

いる。予算がないからという理由で、タダ働きしてもらえる単なる便利屋として使われているようなケース

も多く、危機感がある間は続くかもしれないが、コミュニティのシステムとして定着させていくための組織

マネジメントはほとんど考慮されていない。こうした取り組みを一過性のものに終わらせず、継続していく

ためにも、課題解決のためのアイデアをみんなで出し合い、プロセス情報を共有し合意を得ながらしくみを

つくり、運営していく姿勢が求められる。

また、筆者自身も今までに仕事上で行政とお付き合いしてきて、決まったことを決まってしまってから後

から聞かされるという場面に何度も遭遇し、「決める前になぜひとこと相談してもらえなかったのか？」と残

念な思いをすることが多かった。しかし、これは行政だけの課題ではなく、私たち自身の日常のコミュニケ

ーションのあり方に深く関わっているものである。上意下達ではない合意形成の方法を手に入れ実現するた

めには、今までの社会システムを構造的に転換する文化レベルの変革が必要であり、「プロセス情報の共有

化」を一人ひとりが日々実践し日常化していく姿勢なしには不可能である。

この３年半の間、地域の中での学びの場づくりに関わる中で、筆者自身にとって一番大きな気づきは、「地

域はまさしく人材の宝庫である」ということであった。これからは、こどもから大人まで、さまざまな世代の

人間がともに生活している地域コミュニティ全体が学習の場であり、そのコミュニティを元気にしていくこと

が一人ひとりの課題となってくる。

つまりそれは、地域社会で暮らす中、自分の身の回りで何か不都合なことが生じたときに、ある一つの枠内

だけで解決しようと考えるのではなく、さまざまなつながりのなかで、一人ひとりが自分の持ち前を活かし、

それぞれの持ち分において、得意なことをみんなで持ち寄りながら、解決につなげていこうとすることである。

したがって、その地域が活性化するかどうかも、そこに住んでいる人次第だといえるし、そうした人々のパワ

ーを十分に引き出すような施策を展開できるかどうかが自治体にとっての重要な課題となることだろう。

そして、それはあたかも、ジグソーパズルを組み合わせていく作業にたとえられる。つまり、１つひとつの

ピースを見ているだけでは、全体の絵をイメージすることが難しく、「現代は先行き不透明な時代である」と

言われる所以でもある。しかし、それぞれのピースが、最初はたとえバラバラであっても、それぞれの持ち味

を活かしながら少しずつ組み合わされていけば、未来社会への地図が次第に見えてくるはずであるし、そのた

めの場所やチャンスの提供といったインフラ整備は、現段階においては行政の重要な役割である。

さまざまな世代の人たちが、年齢や世代に関係なく協力し合い、ともに育っていくような異世代協働の学び

の場づくり…そんな実践が、日本中のあちこちで起きていく事を願ってやまない。
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異世代協働をすすめるプロセスで、世代間ギャップやコミュニケーションの難しさが如実に表面化するのは

「会議」の場ではないだろうか。この習慣は古くからあり、だれもがどこでも経験する場であるが、この「会

議」につきまとうマイナスイメージも根強いものがある。時間通りに始まらない、遅れて来る人がいる、会議

の決定内容を実践する人が出席しない、話がすぐに横道にそれ繰り返しが多い、何も決まらないうちに終わっ

てしまう、意見がなかなか出ない、人の揚げ足をとって否定的なコメントばかりする人がいる、声の大きい人

や肩書きのある人の意見だけが通っていく、終了後に出口の下駄箱の所でヒソヒソ話…そんな生産性のない会

議を改革するためにどうすればいいだろう？

筆者は、異世代協働による子どもの社会的自立促進フォーラムにおいて会議の進め方をテーマにした参加体

験型の分科会をもった（p91の第１分科会の報告文参照）。しかし、「会議」というのはあくまでひとつの切り口

にすぎず、目的は、異世代間の相互理解をすすめる上ですぐに役立つツールを参加者に持ち帰ってもらい、そ

れを現場で実践し日常化することの大事さを伝えることであった。

その際のプログラムは２つあり、ひとつは、「聞く」ことの大切さと楽しさ、難しさを体感できる「インタビ

ューゲーム」。そして、もうひとつは、「書く」ことで情報を視覚的に共有しながら意見を交換していく「ファ

シリテーショングラフィック」だった。この２つに共通するのは、だれでもすぐに始めることができることで

あり、繰り返し日常的に実践していくことにより、確実にスキルアップにつながっていく点である。

異世代間の合意形成というテーマはとてつもなく大きいため一朝一夕で解決する問題ではないが、日々の積

み重ねや具体的な実践なくして到底解決は望めない。

そこで、本稿では、日常的なコミュニケーションの基本である「聞くこと」と「書くこと」の２つに焦点を

あて、相互理解につながるようなアイデアや手法を単に紹介するだけでなく、元になっている考え方や可能性

を中心にまとめてみた。個々人がもっている意見や思いを会議の場に引き出すために、特別な才能は必要では

ない。だれにでもすぐに実践できる「ちょっとした工夫」を知ること、そしてそれを実行に移す勇気だけだ。

インタビューゲームのやり方は簡単である。Ｂ６判の用紙と

メモ用紙、ボールペンさえあればいつでもどこでも実践できる。

このゲームはセルフラーニング研究所の平井雷太氏が考案した

もので、「何を聞いてもよい」「答えたくないことは答えなくて

よい」「聞かれていないことでも話してよい」という３つのルー

ルと、「聞くことに徹する（聞く側は自分の事を話さない）」「相手が答えた内容に沿って聞いていく（アンケー
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トのような質問をしない）」「メモをとりながら聞く」という注意事項を最初に確認し、２人一組のペアをつく

り、どちらが先に聞くかを決めてインタビューをスタートする。20分が経過したら役割を交替し、同じく20分

間インタビューを行う。終了後はメモを元に、双方聞いた内容をＢ６判カード１枚に編集する。文頭を「私は

～です」で始め、インタビューした相手になりきって、相手の自己紹介をするつもりで書く。書き上げたらタ

イトルをつけ、相手の人に確認し、訂正部分があればその場で直してもらう。了解を得たものを読み上げ、参

加者全員で共有する。

このゲームは、ルールと注意事項が非常によく練られているだけでなく、シンプルながら「取材→編集→発

信」という情報処理の基本的な要素が盛り込まれており、実施する時と場所によって、また相手が変わること

によってさまざまな気づきを生みだす。20分間相手の話を聞き続けるということは日常生活ではほとんど体験

しないので、始める前は躊躇する方も多いが、実際やってみると質問がとぎれてしまうことはほとんどなく、

終わってみると20分が短く感じられてしまう。

また、実際に体験してみることで、コミュニケーションの本質は「話すこと」よりもむしろ「聞くこと」に

あることに気づく方が多い。最初に聞く側がどんな問いを発するかで、その内容が大きく変わってくるし、話

す側は聞く人が存在するから話すのであって、聞く人が誰もいない場で話すようなことはあり得ない。そうい

う意味で、聞く人の存在の方が先である。ふつう自己紹介をする場合は、自分の話したいことを話すのだが、

その話が、相手にとってはあまり聞きたくない類の話ということは往々にしてあり、そんな話を延々と聞かさ

れるとうんざりして気持ちが引いてしまう。

インタビューによって編集された成果物は、他己紹介文となるが、基本的に問われて答えたことを中心に編

集されているので、編集された文章は、インタビューを受けた人について書かれたものではあるが、インタビ

ューした人の関心もそこに表現されているため、２人の共同（協働）作業の結果生まれたものであり、一人の

人間によって一方的に発せられた言葉よりもずっとまわりに伝わりやすい。また、この成果物を読んでみると、

自分が話したかった内容が相手にどのぐらい伝わったのか、どのぐらいズレているのかも確認できるので、他

者の存在が、自分自身を知る鏡のようなものだとも気づく。

哲学者の鷲田清一氏は、その著書『「聴く」ことの力　臨床哲学試論』の中で、「聴くことが、ことばを受け

とめることが、他者の自己理解の場を劈
ひら

くということであろう。じっと聴くこと、そのことの力を感じる。（中

略）私がここで考えてみたいこと、それがこの〈聴く〉という行為であり、そしてその力である。語る、諭す

という、他者にはたらきかける行為ではなく、論じる、主張するという、他者を前にしての自己表出の行為で

もなく、〈聴く〉という、他者の言葉を受けとる行為、受けとめる行為のもつ意味である。」と記している。つ

まり、「問い」を発すること、「聞くこと」というのは、一見消極的そうに見えて実は非常に積極的な行為であ

り、伝わるコミュニケーションを本気で実践しようとするのであれば、「話すこと」中心の世界から「聞くこ

と」中心の世界へシフトすることこそが必要なのだ。

こうしたインタビューを日常化し、いろいろな人に話を聞いたり、いろいろな人からインタビューを受けて

自分自身を編集してもらったりする体験を繰り返していくと、自分がいかに先入観でしかものを見ていないか

ということに気づき、他者とは違う「自分」と思いこんでいた自分自身への認識もゆらぎが起きてくる。つま

り、「相手の存在を受け入れて聴く」「他者の中に自分を発見し、自分の中に他者を見る」体験を積み重ねてい

くことであるから、これは異世代間の相互理解というテーマにそのままつながっている。
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このインタビューゲームはさまざまな応用が可能だ。ルールの１つ目に示されているように、聞く内容を予

め限定しないのが基本だが、たとえば、「教育について」「お金について」など、テーマをもって臨むことも可

能であり、20分という時間も、時と場合によっては伸縮すればいい。また、マーケティングにも応用でき、『集

団創造化プログラム』には、インタビューを使ったマーケティングゲームのやり方が紹介されている。会議中、

場が滞って意見が全くでなくなったようなとき、二人一組になって、５分間ずつ聞き合いをしてみる、という

ふうにアイスブレーキング的に用いることもできる。ポイントは、聞く、まとめる、確認する、というプロセ

スを日常化し、繰り返すことである。

さて、次は「書くこと」である。筆者がファシリテーショングラフィックを初めて知ったのは随分前のこと

であったが、これを実際に体験したのは2002年のことであった。しかし、知るとやるとは大違いで、遅まきな

がら「これは会議のあり方を根本的に変革するものだ」と直観的に感じた。会議を変革するための方法論は数

多あるが、このファシリテーショングラフィックはその筆頭と言ってよいだろう。これは模造紙に、その場で

話されたことを、水性カラーマジック等を使って書きとめることによって多くの人が情報を視覚的に共有でき

る工夫のひとつであり、非常に応用範囲も広く奥の深いものである。会議の現場で用いられることも次第に増

えつつあるようではあるが、これが思ったほど広がりを見せないのは、「書く」ことへの抵抗感が拭えないため

ではないかと感じている。

ファシリテーショングラフィックの具体的な技術については、「参加のデザイン道具箱PART３　ファシリテ

ーショングラフィックとデザインゲーム」に詳しく、「にいがたまちづくり事典マチダス」「まち育てサポート

ブック　マチダス２」には実践のポイントや実例など

が紹介されていて非常に参考になる。旧来の退屈で非

生産的な会議を刷新し、新しい進め方を採り入れたい

と考えている人たち向けて書かれた佳書がここ５年ほ

どの間に続々出版されるようになったので、具体的な

方法論についてもっと詳しく知りたいと思われる方は、

末尾に紹介した図書を手に入れて参照して頂くことと

し、ここでは、この「書く」という行為自体について

少し掘り下げて考えてみたい。

私たちは小中学生の頃から、みんなが上手な文章を書けるようにと学校で作文教育を受けてきたのにもかかわ

らず、「文章が書けない」「自分は下手だ」と思っている方がとても多く、作文が得意だという人にはなかなかお

目にかかれない。筆者自身も小中学生のときは国語が一番苦手で、書いたり話したりするのは決して得意ではな

く、夏休みの宿題の読書感想文とか、無理やりにいろいろと書かされるのはイヤだったことを覚えている。

しかし、1992年から毎月ハガキ１枚の分量で新聞を出し始め、1994年から2001年までの間、初めの頃はFAX

で、インターネットを使い始めてからはＥメールで、ほぼ毎日文章を書いて発信するということをやっていた

ため、文章を書くことに抵抗感がなくなったのは、その成果ではないかと思っている。

書く内容については予め決めず、日々教室での生徒とのやりとりであったり、講演会や講座に参加した感想

であったり、読んだ本の気に入った部分の抜き書きだったりしたが、とにかく１日を振り返って、ふと思いつ

いたことを書いた。また、その書き方はいわゆる日記や作文とは違っていて、他人が読むことを前提としなが

第２章　実践ガイド
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５．会議を根本的に変革するファシリテーショングラフィック

ファシリテーショングラフィックの効果
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６．作文教育の功罪

第２章第６節.qxd  06.4.10 11:05 AM  ページ 42



らも上手に書くことを目的にせず、読んだ人に「わからないことや文句などがあれば何でも遠慮なく言って下

さい」とお願いして発信した。

毎日が締切なので、ゆっくり考えて推敲する余裕がないこともあり、「これ全然意味わかんない！」「何が結

局言いたいの？」「長くて全然読む気がしないよ」など、言われ放題で頭に「カチン」と来ることも多々あっ

た。しかし、だいたい「カチン」と来たときというのは、当たったことを言われているわけで、「なるほど」と

思い直して、書いた文章を書き直して再発信した。そのことから逆に、自分一人だけで文章を書くのではなく、

ネットワーク的なつながりの中で、共同作業のようにみんなで文章を作り上げて行くようなやり方があること

に気がつかされた。

そして、さらにわかってきたのは、上手下手を評価しないという関わり方で接し、ただ淡々と書いて交換し、

他の人の意見を聞き、また書く、という体験を積み重ねて行くと、「自分は文章が下手だ」「書けない」と思っ

ていたような人でも、どんどん文章が書けるようになってしまうという事実だった。書きたいと思っていない

人は一人もいなくて、誰もがみな書きたいと思っていると確信をもった。だから、上手に書こうと特別に意識

したり努力したりしなくても、人とのつながりの中で淡々と書き続けていきさえすれば、だれでもその人なり

の文章が書けるようになってしまう…これは大発見だった。

ちなみに、このような文章の書き方は、関東大震災後の東京の街を歩き、バラックのスケッチから新しく都

市風俗の観察の学問を始めたと言われる今和次郎の提唱した「考現学」の姿勢に通じることから、筆者の仲間

うちでは「考現学を書く」と称し、それに意見を言うことを「赤入れする」と称している。しかし、この「赤

入れ」というのは、いわゆる「原稿の校正・間違いの訂正」という意味の「赤ペンを入れる」とは若干違う。

赤入れは、あくまでその人の個人的な意見でありその意見が絶対正しいわけではないので、赤入れを受けたか

らといってその通りにしなければならないわけではないからだ。また、赤入れをする人が、文章を書いた人よ

りも文章力や知識の面において優れている必要もなく、むしろ、その書かれている内容についてよくわからな

い人の方が、書いた人には見えない盲点に気づきやすいことが多い。

異世代協働の現場というのは、市民活動やNPO、ボランティアというフィールドが多い。それは、行政や会

社とはちがい、ピラミッドのようにヒエラルキーが厳然と定まった世界ではないが、その中のコミュニケーシ

ョンのあり方を注意して見ていくと、上意下達に一方通行な形で行われていることも少なくない。したがって、

このような「考現学を書く」「赤入れ」をすることを活動に関わる人々の間で日常的に繰り返していくことは、

メンバー間の意思疎通を図り、相互理解をすすめる上で有効であるだけでなく、ヒエラルキーのない水平的な

人間関係を創り上げていくことが可能になる。また、リーダー的役割の人が、まわりの人から赤入れを受ける

度量をどれだけもっているかが、その団体が活性化するかどうかのポイントでもある。

グループ活動などで文章を書く場合、たいていの場合はいつも同じ人が書いているため、文章を書くのが苦

手な人はいつまでたっても苦手のままである。ニュースレターなどを編集する人も決まっている場合が多いが、

誰かが書いた文章をそのまま外に向けて発信するということを繰り返していると、独りよがりの分かりにくい

文章を書いていたり、マンネリに陥ったりする。そうしたことにならないためにも、外に向けた文書を書くと

きは、かならずメンバー間で赤入れをして書き直しながらつくっていくとよい。こうした工夫は、活動のリー

ダーシップを一人の人間だけに集中せずに共同で形成していくことにもつながるし、そのプロセスでは互いの

考え方が露わになるので、相互理解にもつながるはずだ。
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７．人間関係づくりとしての「赤入れ」

８．リーダーシップの共同形成
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牛飼が　歌よむ時に世の中の　新しき歌　大いにおこる

これは、「野菊の墓」で知られる伊藤左千夫の読んだ短歌であるが、彼が東京の本所で乳搾りをしながら牛

乳配達をしていたことを知る人は少ないかもしれない。「牛飼い労働者の私までが歌を詠むようになったとき、

短歌の中身も変わっていくだろう」という意気込みが感じられる歌である。

筆者は、歌人や小説家、新聞記者とか大学教授とか、“書く”ことを仕事としている人だけでなく、家庭の

主婦やトラックの運転手など、今まであまり書かなかった人や、書くことについては素人と言われてきた人が、

日常的に書いてどんどん情報発信をしていくことが、とても大事なことだと思っている。

今日ではパソコンが普及するだけでなく、インターネットによって世界中のコンピュータがつながったこと

で、世界中の人々を相手にメールマガジンを発行したり、ホームページやブログを立ち上げるというようなこ

とが、誰でも簡単にできるようになり、伊藤左千夫の時代と今日とでは隔世の間があるが、この歌に込められ

た彼の姿勢には深く共感できるものがある。

異世代間の相互理解という課題は、私たち自身の日常のコミュニケーションのあり方に深く関わっているも

のである。したがって、「聞くこと」「書くこと」といったふだんの当たり前のことを見直す実践が必要であり、

それ抜きにして今までの社会システムを構造的に転換する文化レベルの変革は実現できないだろう。道のりは

遠いかも知れないが、一人ひとりからしか始まらないし、ひとつひとつ積み上げていくしかない。

参考文献・資料
平井雷太編著『子どもの言い分、おとなの聞きかた』（ウエイツ・2005年）
平井雷太著『「～しなさい」と言わない教育』（日本評論社・1995年）
平井雷太・山下剛講演録『教えない教育・治さない医療』（寺子屋プロジェクト・1994年）
加藤哲夫著『市民の日本語』（ひつじ書房・2003年）
今和次郎著（藤森照心編）『考現学入門』（筑摩文庫・1987年）
『参加のデザイン道具箱PART３　ファシリテーショングラフィックとデザインゲーム』（世田谷まちづくりセンター・1998年）
新潟県企画調整部編『新潟一村一価値づくりガイドブック』（ニューにいがた振興機構・1998年）
『にいがたまちづくり事典マチダス』（ニューにいがた振興機構・1999年）
清水義晴編『集団創造化プログラム　ワークショップの可能性を探る』（博進堂・2002年）
中野民夫著『ワークショップ』（岩波書店・2001年）
中野民夫著『ファシリテーション革命　参加型場づくりの技法』（岩波書店・2003年）
吉田新一郎著『会議の技法　チームワークがひらく発想の新次元』（中央公論社・2000年）
齋藤孝著『会議革命』（PHP研究所・2002年）
堀公俊著『ファシリテーション入門』（日本経済新聞社・2003年）
鷲田清一『「聴く」ことの力　臨床哲学試論』（TBSブリタニカ・1999年）

第２章　実践ガイド

44

９．誰もが書ける時代

第２章第６節.qxd  06.4.10 11:05 AM  ページ 44


